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1)  年度（研究課題の開始年度・終了年度） 
2)  予算種別（一般会計、特別会計） 
3)  所管省庁 
4)  経費の性格（交付金、出資金、委託費、補助金等） 
5)  使途分類（研究費、人件費、施設費等） 
                                                 
1 項目分類基準の内容については解説編 4.1 を参照。 
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6)  経費の機関種別（本省部局、国研、特殊法人、独立行政法人、大学等） 
7)  研究開発予算とそれ以外の科学技術関係経費の区別 
8)  システム別分類（人材の養成・流動化、研究評価等） 
9)  特定目的 
10)  分野分類 
11)  プロジェクト研究分類 
12)  研究の性格別分類（基礎研究、応用研究、開発研究等） 
13)  一般的な科学分類 
14)  ＯＥＣＤ社会経済目的別分類 


























































































～７年度）では１２.６兆円、１期（平成８～１２年度）では１７.６兆円で、目標額    
１７兆円に達した。２期の平成１３年度から平成１７年度当初予算案までは１８.８兆円で
ある。それぞれの計画期間中における年度平均は、２.５兆円／年、３.５兆円／年、    
３.８兆円／年と増えてきている。 
 
表 1-1-1 科学技術基本計画期間中における科学技術関係経費の総額 
期間 科学技術関係経費総額 年平均 
プレ１期（平成３～７年度） １２.６兆円 ２.５兆円／年 
１期  （平成８～１２年度） １７.６兆円 ３.５兆円／年 








































































図 1-1-2 政府予算（一般歳出当初予算）と科学技術関係経費（当初予算）の 
伸び率の推移 












































































科学技術関係経費 5.4％ 5.6％ 1.7％ 
政府予算（一般歳出） 3.6％ 2.7％ -0.3％ 
ＧＤＰ（名目値） 2.1％ 0.5％ -0.8％ 
ＧＤＰ（実績値） 1.4％ 1.4％ 0.5％ 
注１  ：平成 17 年度は政府原案。 
注２  ：名目値。自国通貨による伸び率。 
注３  ：GDP の対象期間は平成 13 年度年～15 年度。実質値はプレ 1期､1 期は 95 年価格による実質値の伸
び率､2 期は 2000 年価格による実質値の伸び率。 
データ：文部科学省科学技術・学術政策局「平成 16 年度予算における科学技術関係経費」及び各年度資料､









































































注  ：平成8年度以降の科学技術関係経費は、対象経費の範囲が見直されている。 


























科学技術関係予算 1.3％ 3.4％ 9.6％ 
政府予算 3.7％ 3.5％ 5.8％ 
ＧＤＰ（名目値） 5.0％ 5.9％ 4.1％ 
ＧＤＰ（実績値） 2.4％ 4.1％ 2.5％ 
注１ ：名目値、自国通貨による伸び率。 
注２ ：GDP の対象期間は 2001 年－2004 年（平成 13 年－16 年）。実質値は 1995 年価格による実質値の伸
び率。 
データ：AAAS “REPORT XXIX RESEARCH AND DEVELOPMENT FY 2005”、“Congressional Action on R&D in the 
FY 2005 Budget”、OMB，“Historical Tables, Budget of the United States Government, Fiscal 
Year 2005”、“Mid-Session Review, Budget of the United States Government, Fiscal Year 2005”、





































































































































表 1-1-4 科学技術関係経費の推移（国、地方） 


























注２ ：地方の平成 12 年度までの予算額は現在の集計方法との整合性がないので掲載していない。 
注３ ：平成 17 年度当初予算は政府原案による速報値である。 
注４ ：地方分の平成 16 年度は当初予算のみである。地方分の平成 17 年度については、平成 16 年度当初
予算を同額と仮定して計算した金額である。 










表 1-1-5 科学技術関係経費（国＋地方、当初予算＋補正予算）の推移 
 平成 13 年度 平成 14 年度 平成 15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度 
国 4兆 766億円 3兆8,680億円 3兆5,974億円 3兆6,389億円 3兆5,785億円
地方公共
団体 



































































































及び各年版、OECD,“ Main Science and Technology Indicators 2004-1”をもとに作成 
















































表 1-2-1 日米ＥＵの政府科学技術関係予算の平均伸び率 
プレ１期 １期 ２期(平成13～16年度)
日本 5.4% 5.6% 2.5%
米国 -0.1% 1.4% 6.4%
ＥＵ 0.4% 0.7% -2.2%
日本 5.2% 6.1% 2.2%
米国 4.1% 2.5% 5.9%





注２ ：EU は、2004 年 3 月現在の加盟 15 ヶ国。2 期の EU は 2001 年（平成 13 年）のみの伸び率である。 
注３ ：米国と EU の予算は、名目値の PPP(購買力平価)による邦貨換算値についての平均伸び率であり、
各国通貨についての平均伸び率とはことなる。 
注４ ：政府科学技術関係予算とは、日本の場合、国の科学技術関係経費を指す。 
データ：文部科学省科学技術・学術政策局「平成 16 年度予算における科学技術関係経費」平成 16 年版 








表 1-2-2 日米ＥＵの政府科学技術関係予算の比較 
(日本を１００とした場合の指数) 
1995年 2000年 2004年
日本 100 100 100
全体 米国 486 396 460
ＥＵ 433 341 －
日本 100 100 100
民生 米国 238 200 218








及び各年版, OECD,“ Main Science and Technology Indicators 2004-1”をもとに作成 
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[参考 1-3] 
 参考として、米国について、表 1-2-1 で邦貨換算に用いた自国通貨による政府科学技術
関係予算の平均伸び率は以下の通りである。 
 
表 1-2-3 各国通貨における政府科学技術関係予算の比較 
(a)平均伸び率（名目値）      (b)平均伸び率（実質値） 
 プレ１期 １期 ２期  プレ１期 １期 ２期 
全体 1.5% 4.0 10.0% 全体 -1.0% 2.2% 8.3% 
民生 5.8% 5.1% 8.0% 民生 3.1% 3.3% 6.3% 
注１ ：2期については、2001年～2004年までを対象としている。 
注２ ：実質値の計算はGDPデフレーターによる。 









図 1-2-2 日米科学技術関係予算の伸び率（対前年度比、全体） 















注３ ：日本の実質値は GDP デフレータ（95 年価格）による。米国の実質値は下記出所に掲載の実質値（OMB
の GDP デフレータによる実質額（百万ドル、04 年価格）。 
データ：文部科学省科学技術・学術政策局「平成 17 年度政府予算案及び平成 16 年度補正予算における科
学技術関係経費（速報値）」平成 16 年 12 月、「平成 16 年度予算における科学技術関係経費」平成
16 年版、及び各年版、AAAS，“AAAS REPORT XXIX RESEARCH AND DEVELOPMENT FY 2005 March ‐11, 
2004, REVISED”、“Congressional Action on R&D in the FY 2005 Budget” 




























































































図 1-2-3 日米科学技術関係予算の伸び率（対前年度比、民生のみ） 













注２ ：自国通貨による対前年度伸び率。実質値は GDP デフレータ（95 年価格）による。 
注３ ：米国の実質値は出典に掲載の実質値（04 年価格、OMB の GDP デフレータによる実質額（百万ドル、
04 年価格）。 
データ：文部科学省科学技術・学術政策局「平成 17 年度政府予算案及び平成 16 年度補正予算における科
学技術関係経費（速報値）」平成 16 年 12 月、「平成 16 年度予算における科学技術関係経費」平成
16 年版、及び各年版、AAAS，“AAAS REPORT XXIX RESEARCH AND DEVELOPMENT FY 2005 March ‐11, 




























































































































































注１ ：研究開発費は人文・社会科学を含む。日本の 1996 年からはソフトウェア業務も含む。 
注２ ：EU は、2004 年 3 月現在の加盟 15 ヶ国。 
注３ ：ドイツの 1990 年までは旧連邦地域、1991 年以降はドイツ。 
注４ ：実質値の計算は GDP デフレーターによる。 
データ：総務省「科学技術研究調査報告」、NSF “National Patterns of Research and Development  













































データ：総務省「科学技術研究調査報告」、NSF, “National Patterns of Research and Development  
Resources: 2002 Data Update”、“InfoBrief NSF04-307”、OECD, “Main Science and 


















































注２ ：各国資料に基づいた OECD 事務局の見積もり・算出。 
注３ ：国家の見積もり又は必要に応じて OECD の基準に一致するように事務局で修正された推定値。 
注４ ：[日本] 1)政府は、国、地方公共団体、国営、公営、及び特殊法人の研究機関、国立及び公立大
学（短期大学等を含む）。 2)日本の 1996 年からはソフトウェア業も含む。 
注５ ：[米国]2001,2002 年,2003 年の研究開発費は予備値。政府は、連邦政府、連邦政府研究機関。 
注６ ：[ドイツ]1990 年までは旧連邦地域、1991 年以降はドイツ。政府は、連邦及び州政府。 
注７ ：[フランス]政府は公的研究機関。 
注８ ：[イギリス]政府は中央及び地方政府。 
データ：総務省「科学技術研究調査報告」、NSF “National Patterns of Research and Development Resources: 
2002 Data Update ”、“ InfoBrief NSF04-307 ”、  National Statistics website: 
www.statistics.gov.uk Crown copyright material is reproduced with the permission of the 
Controller of HMSO、OECD “Main Science and Technology Indicators 2004-1” 、“Research & 





















































データ：総務省「科学技術研究調査報告」、NSF“National Patterns of R&D Resources：2002 Data Update”，
“InfoBrief NSF04-307”、 National Statistics website: www.statistics.gov.uk  Crown 
copyright material is reproduced with the permission of the Controller of HMSO、OECD“Basic 


































                                                  
5 科学技術関係経費の分類項目の詳細については解説編 4.1 を参照。 
6 予算資料収集及び予算データベースの作成方法については解説編 4.4 を参照。以下では、平成 16 年度
当初予算までの科学技術関係経費について詳細な分析を行う。平成 16 年度当初予算については、文部
科学省科学技術・学術政策局が平成 16 年 10 月までに発表した金額（3兆 6,255 億円）を用いている。















比率 比率 比率 （当初予算） 比率
一般会計 19,244       47.2% 20,337       52.6% 18,902       52.5% 29,672       81.8%
科学技術振興費 11,705       28.7% 13,413       34.7% 12,084       33.6% 12,841       35.4%
文教施設費 -              -           -              -           224           0.6% 1              0.0%
教育振興助成費 1,747         4.3% 1,753         4.5% 1,733         4.8% 12,128       33.5%
防衛関係費 1,491         3.7% 1,435         3.7% 1,608         4.5% 1,855         5.1%
公共事業関係費 -              -           -              -           0              0.0% 0              0.0%
治山治水対策事業費 4              0.0% 3              0.0% 3              0.0% 3              0.0%
住宅都市環境整備事業費 5              0.0% 5              0.0% 2              0.0% 2              0.0%
下水道水道廃棄物処理等施設整備費 11             0.0% 11             0.0% 11             0.0% 10             0.0%
経済協力費 87             0.2% 66             0.2% 56             0.2% 47             0.1%
中小企業対策費 235           0.6% 335           0.9% 256           0.7% 234           0.6%
エネルギー対策費 1,471         3.6% 1,282         3.3% 1,151         3.2% 1,094         3.0%
食料安定供給関係費 87             0.2% 71             0.2% 47             0.1% 37             0.1%
その他の事項経費 2,401         5.9% 1,965         5.1% 1,729         4.8% 1,418         3.9%
特別会計 21,521       52.8% 18,345       47.4% 17,112       47.5% 6,583         18.2%
印刷局 13             0.0% 16             0.0% -              -           -              -           
産業投資 1,650         4.0% 316           0.8% 284           0.8% 267           0.7%
電源開発促進対策（立地勘定） 632           1.6% 571           1.5% 623           1.7% 586           1.6%
電源開発促進対策（多様化勘定） 2,568         6.3% 2,268         5.9% 2,148         6.0% 2,163         6.0%
石油及びエネルギー需要構造高度化対策
（石油及びエネルギー需要構造高度化勘定） 1,344         3.3% 2,127         5.5% 2,251         6.3% 2,503         6.9%
国立学校 14,131       34.7% 11,975       31.0% 10,682       29.7% -              -           
国立病院（病院勘定） 175           0.4% 178           0.5% 143           0.4% 106           0.3%
国立病院（療養所勘定） 60             0.1% 73             0.2% 55             0.2% 50             0.1%
労働保険（労災勘定） 34             0.1% 33             0.1% 36             0.1% 31             0.1%
労働保険（雇用勘定） 3              0.0% 2              0.0% 1              0.0% 1              0.0%
国営土地改良事業 0              0.0% 0              0.0% 0              0.0% 0              0.0%
国立高度専門医療センター -              -           -              -           -              -           3              0.0%
貿易再保険 0              0.0% -              -           -              -           -              -           
特許 661           1.6% 497           1.3% 598           1.7% 581           1.6%
道路整備 152           0.4% 172           0.4% 174           0.5% 169           0.5%
治水 86             0.2% 96             0.2% 98             0.3% 102           0.3%
港湾整備 -              -           -              -           8              0.0% 8              0.0%
自動車検査登録 -              -           9              0.0% 0 0.0% 0 0.0%
空港整備 12             0.0% 12             0.0% 12             0.0% 13             0.0%
合計 40,766       100.0% 38,682       100.0% 36,015       100.0% 36,255       100.0%
平成13年度予算額 平成14年度予算額 平成15年度予算額 平成16年度予算額
 
注１ ：平成 16 年度は当初予算のみ。 
注２ ：平成 16 年度の教育振興助成費には、国立大学法人分の科学技術関係経費（1兆 406 億円）を含め
ている。国立大学法人等については、国費である運営費交付金及び施設整備費補助金に、自己収
入（病院収入、授業料、受託事業等）を含めた総額から算定している。 
データ：文部科学省科学技術・学術政策局「平成 16 年度予算における科学技術関係経費」平成 16 年版   
及び各年度版より作成 














図 1-3-1 省庁別の科学技術関係経費（当初予算＋補正予算）のシェアの推移 
 
注１ ：平成 12 年度の第 4四半期に省庁再編が行われているが、第 4 四半期の科学技術関係経費について
はそれまでの所管省庁に割り当てて集計した。 
注２ ：平成 16 年度は当初予算のみ。 
注３ ：平成 8年度以降の科学技術関係経費は、対象経費の範囲が見直されている。 



















国会 内閣官房 総理府 日本学術会議 警察庁
北海道開発庁 防衛庁 経済企画庁 科学技術庁 環境庁
沖縄開発庁 国土庁 法務省 外務省 大蔵省
文部省 厚生省 農林水産省 通商産業省 運輸省



















国会 内閣官房 総理府 日本学術会議 警察庁
北海道開発庁 防衛庁 経済企画庁 科学技術庁 環境庁
沖縄開発庁 国土庁 法務省 外務省 大蔵省
文部省 厚生省 農林水産省 通商産業省 運輸省


















国会 内閣官房 総理府 法務省 外務省 農林水産省
内閣府 警察庁 防衛庁 総務省 財務省 文部科学省
厚生労働省 経済産業省 国土交通省 環境省
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国会 27 35 38 0.02% 0.02% 0.03%
内閣官房 0 972 2,726 0.00% 0.55% 1.80%
総理府 0 1 0 0.00% 0.00% 0.00%
日本学術会議 55 67 0 0.04% 0.04% －
警察庁 79 103 0 0.06% 0.06% －
北海道開発庁 12 43 － 0.01% 0.02% －
防衛庁 6,745 7,675 － 5.34% 4.35% －
経済企画庁 47 85 － 0.04% 0.05% －
科学技術庁 31,560 42,973 － 24.99% 24.35% －
環境庁 742 1,316 － 0.59% 0.75% －
沖縄開発庁 0 1 － 0.00% 0.00% －
国土庁 0 113 － 0.00% 0.06% －
法務省 62 97 88 0.05% 0.06% 0.06%
外務省 463 784 419 0.37% 0.44% 0.28%
大蔵省 95 113 － 0.07% 0.06% －
文部省 59,140 73,467 － 46.83% 41.63% －
厚生省 3,332 5,037 － 2.64% 2.85% －
農林水産省 4,663 5,770 5,135 3.69% 3.27% 3.38%
通商産業省 14,599 28,396 － 11.56% 16.09% －
運輸省 1,224 1,366 － 0.97% 0.77% －
郵政省 2,786 6,133 － 2.21% 3.48% －
労働省 260 219 － 0.21% 0.12% －
建設省 983 2,184 － 0.78% 1.24% －
自治省 82 133 － 0.06% 0.08% －
内閣府 － 0 354 － 0.00% 0.23%
警察庁 － 0 90 － 0.00% 0.06%
防衛庁 － 0 6,389 － 0.00% 4.21%
総務省 － 0 3,403 － 0.00% 2.24%
財務省 － 0 99 － 0.00% 0.07%
文部科学省 － 0 96,912 － 0.00% 63.88%
厚生労働省 － 0 5,526 － 0.00% 3.64%
経済産業省 － 0 25,819 － 0.00% 17.02%
国土交通省 － 0 3,445 － 0.00% 2.27%
環境省 － 0 1,268 － 0.00% 0.84%




注１ ：平成 12 年度の第 4四半期に省庁再編が行われているが、第 4 四半期の科学技術関係経費について
はそれまでの所管省庁に割り当てて集計した。 
注２ ：通商産業省と郵政省の共管である基盤技術研究センターについては、均等割してそれぞれの省か
ら差し引いて集計した。均等割りしない場合の予算額は、通商産業省が 1 兆 5,262 億円（プレ１
期）、2 兆 9,046 億円（１期）、郵政省が 2,786 億円（プレ１期）、6,133 億円（１期）である。な
お、共管については平成 12 年度まで。 
注３ ：平成 12 年度の合計には一部省庁再編に伴い省庁別分類ができない科学技術関係経費が含まれてい
る。 
注４ ：平成 16 年度は当初予算のみ。 













































合計 １２兆６,２９３億円 １７兆６,４６１億円 １５兆１,７１５億円
注１ ：「大学等」とは、国立大学（附置研及び大学共同利用機関等を含む）及び公私立大学補助金を指す。 
注２ ：平成 16 年度は当初予算のみ。 
注３ ：平成 8年度以降の科学技術関係経費は、対象経費の範囲が見直されている。 































H3年度 H4年度 H5年度 H6年度 H7年度 H8年度 H9年度 H10年度 H11年度 H12年度




注１ ：平成 13 年度以降は集計方法が異なる。 
注２ ：平成 16 年度は当初予算のみ。 
注３ ：平成 8年度以降の科学技術関係経費は、対象経費の範囲が見直されている。 
データ：文部科学省科学技術・学術政策局「平成 16 年度予算における科学技術関係経費」平成 16 年版 
及び各年版より作成 
 






































































注１ ：平成 13 年度以降は集計方法が異なる。 
注２ ：平成 16 年度は当初予算のみ。 
注３ ：平成 8年度以降の科学技術関係経費は、対象経費の範囲が見直されている。 




表 1-3-4 機関種別にみた科学技術関係経費（当初予算＋補正予算）の推移 (単位：億円) 
第１期計画前 平成3年度 平成4年度 平成5年度 平成6年度 平成7年度
24,147 3,985 4,263 5,116 4,825 5,959
(19.1%) (19.7%) (19.0%) (18.2%) (20.4%) (18.7%)
48,246 7,644 8,458 10,626 8,917 12,601
(38.2%) (37.8%) (37.8%) (37.7%) (37.7%) (39.6%)
53,900 8,597 9,664 12,411 9,939 13,289
(42.7%) (42.5%) (43.2%) (44.1%) (42.0%) (41.7%)
126,293 20,226 22,384 28,153 23,681 31,849
第1期計画期間 平成8年度 平成9年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度
46,658 7,179 7,856 11,039 10,095 10,490
(26.4%) (24.2%) (26.2%) (26.5%) (26.8%) (27.9%)
66,194 10,957 10,942 16,282 14,008 14,006
(37.5%) (36.9%) (36.4%) (39.1%) (37.2%) (37.3%)
63,608 11,522 11,228 14,315 13,502 13,041
(36.0%) (38.8%) (37.4%) (34.4%) (35.9%) (34.7%)
176,461 29,658 30,026 41,636 37,605 37,537
第2期計画期間 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度
37,634 8,429 9,999 9,262 9,943
(24.8%) (20.7%) (25.9%) (25.7%) (27.4%)
60,006 16,450 14,983 14,365 14,209
(39.6%) (40.4%) (38.7%) (39.9%) (39.2%)
54,075 15,886 13,698 12,388 12,103
(35.6%) (39.0%) (35.4%) (34.4%) (33.4%)

















注１ ：平成 16 年度は当初予算のみ。 
注２ ：表中下段（ ）内の数値は、合計に占める割合。 
注３ ：平成 8年度以降の科学技術関係経費は、対象経費の範囲が見直されている。 

















図 1-3-4 本省部局から交付されている       図 1-3-5 本省部局からの交付方式 
     予算額及び交付の割合 
注  ：平成 16 年度は当初予算のみ。     注  ：平成 16 年度は当初予算のみ。 
データ：文部科学省科学技術・学術政策局    データ：文部科学省科学技術・学術政策局 
「平成 16 年度予算における科学技術        「平成 16 年度予算における科学技術
関係経費」平成 16 年版及び各年版        関係経費」平成 16 年版及び各年版 
より作成           より作成 
 
 





























注２  ：補助金、委託金の内訳は把握できるもののみを集計（大半は把握不能）。 

































交付金 出資金 委託金 補助金 移し替え 国際機関
への支出金
その他




































注 ：平成 13 年度からは、上記使途の他に「独立行政法人運営費交付金」、平成 16 年度からは「国立学大
学法人」の区別もなされている。 
出所：文部科学省科学技術・学術政策局資料より作成 
                                                  
8 使途別分類の詳細については解説編 3.1 を参照。 
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②使途別にみた科学技術関係経費の推移 
使途別にみると、最も多くを占めるのが研究費で、プレ１期末の平成７年度の１兆   
３,４５３億円から１期計画末には１兆７,４５１億円（平成１２年度）と増加している。 












図 1-3-7 使途別にみた科学技術関係経費の推移（当初予算＋補正予算） 
 
注１ ：平成 13 年度以降は集計方法が異なる。 
注２ ：平成 16 年度は当初予算のみ。 
注３ ：国立大学法人関係経費は、運営費交付金に自己収入額を加えた額について科学技術関係経費相当
分として算出された金額である。国立大学法人等の施設費は、「施設費」含む。 



















平成3年度 平成4年度 平成5年度 平成6年度 平成7年度 平成8年度 平成9年度 平成10年度





研究費 1兆3,453億円 1兆7,451億円 1兆1,032億円
人件費 6,161億円 6,552億円 870億円
施設費 6,709億円 3,853億円 1,712億円
独法運営費交付金 － － 8,833億円
国立大学法人 － － 9,693億円
その他 5,526億円 9,681億円 4,116億円












図 1-3-8 使途別にみた科学技術関係経費の構成比の推移（当初予算＋補正予算） 
 
注１ ：平成 13 年度以降は集計方法が異なる。 
注２ ：平成 16 年度は当初予算のみ。 
注３ ：国立大学法人関係経費は、運営費交付金に自己収入額を加えた額について科学技術関係経費相当
分として算出された金額である。 
































































































表 1-3-6 平成１３年度予算における科学技術関係経費の構成（当初予算、億円） 
【総額３兆４,６８５億円】 
大学等 12,057 































2,830 2,658 199 592 2,301 
人件費 
5,836 






176 323 70 116 784 248 
注１ ：使途別の小計には、独立行政法人と公私立大学補助金の内訳が含まれていないため、使途別の合
計は総額と一致しない。 
注２ ：特殊法人の小計は、国費のみの数値。自己収入を含めると 1兆 412 億円。 
データ：文部科学省科学技術・学術政策局「平成 14 年度予算における科学技術関係経費」平成 14 年 5月 
 
表 1-3-7 平成１５年度予算における科学技術関係経費の構成（当初予算、億円） 
【総額３兆６,０１５億円】 
大学等 12,388 































1,702 3,394 197 574 2,324 
人件費 
5,675 








442 70 98 245 891 229 
注１ ：使途別の小計には、独立行政法人と公私立大学補助金の内訳が含まれていないため、使途別の合
計は総額と一致しない。 
注２ ：特殊法人の小計は、国費のみの数値。自己収入を含めると 6,517 億円。 
データ：文部科学省科学技術・学術政策局「平成 15 年度予算における科学技術関係経費」平成 15 年 5月 
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表 1-3-8 平成１６年度予算における科学技術関係経費の構成（当初予算、億円） 
【総額３兆６,２５５億円】 
大学等 12,103 

























452 3,657 187 
人件費 
866 







265 70 77 372 714 213 
注１ ：使途別の小計には、独立行政法人と公私立大学補助金の内訳が含まれていないため、使途別の合
計は総額と一致しない。 
注２ ：特殊法人の小計は、国費のみの数値。自己収入を含めると 6,517 億円。 
注３ ：国立大学法人関係経費は、運営費交付金に自己収入額を加えた額について科学技術関係経費相当
分として算出された金額である。 















特殊法人 国立大学等 公私立大学 
研究費 15,864 25,968 7,769 6,094 
人件費 0 9,875 18,871 0 
施設費 866 7,534 10,666 675 
その他（制度事業費等） 7,418 4,870 9,625 199 
46,932 6,968 
合計 24,147 48,246 
53,900 
データ：科学技術庁科学技術政策局「平成 3年度予算における科学技術関係経費」平成 3年 5 月 
及び各年版、同局資料、国会提出予算書、特殊法人予算書により三菱総合研究所において集計 
 







特殊法人 国立大学等 公私立大学 
研究費 25,358 36,993 10,884 7,113 
人件費 0 11,056 21,354 0 
施設費 1,568 7,674 11,212 1,516 
その他（制度事業費等） 19,733 10,472 11,475 54 
54,925 8,683 
合計 46,658 66,194 
63,608 
データ：科学技術庁科学技術政策局「平成 12 年度予算における科学技術関係経費」平成 12 年 5 月  
及び各年版、同局資料、国会提出予算書、特殊法人予算書により三菱総合研究所において集計 
 












研究費 23,794 24,029 9,249 5,903 
人件費 0 4,663 17,978 0 
施設費 831 5,175 8,430 978 
独法運営費交付金 0 19,778 0 0 
その他（制度事業費等） 13,008 6,361 11,538 0 
47,195 6,881 
合計 37,634 60,006 
54,075 
注  ：平成 16 年度は当初予算のみ。平成 16 年度の国立大学法人等の運営費交付金については、平成 15
年度の国立大学等の使途別予算割合を用いて使途別予算金額を推計した。 











  なお、国立大学における定員外人件費については３章３.４で分析する。 
 














注２ ：平成 16 年度は当初予算のみ。 
データ：文部科学省科学技術・学術政策局「平成 16 年度予算における科学技術関係経費」平成 16 年版 
及び各年版、同局資料、国会提出予算書、特殊法人予算書により三菱総合研究所において集計 
 









科学技術政策研究所客員研究官 16 15 15 14
国立教育政策研究所客員研究員経費 2 3 3 3
理化学研究所研究事業費ビジティングプロフェッサー等 597 338 0 0
科学技術振興事業団異分野研究者交流事業費等 5,770 198 21 0
日本原子力研究所原研リサーチフェロー費等 283 282 208 181
宇宙開発事業団ポストドクター研究員等 385 382 231 0
海洋科学技術センター研究員等 2,613 3,583 3,296 0
日本学術振興会補助金，政府開発援助日本学術振興会特別
研究員費等 20,281 25,515 12,272 0
文科省内局経費若手外国人研究者招へい 0 8 0 0
国立学校特別会計外国人教師等経費（ＣＯＥ分）等 1,292 1,369 1,333 0
(財)結核研究所人件費等 501 477 419 369
放射線影響研究所研究費等 2,014 2,003 480 480
NEDO産業技術フェローシップ補助事業費 2,942 2,402 823 0
新エネルギー・産業技術総合開発機構ジュニアフェローシップ
補助事業費（日本新生特別枠） 125 0 0 0





注２ ：平成 16 年度は当初予算のみ。 





























(平成 8～12 年度) 
２期（注１） 
(平成 13～16 年度当初) 
研究費（注２） ５兆５，６９４億円 ８兆 ３４８億円 ６兆  ６０７億円
人件費 ２兆８，７４６億円 ３兆２，４０９億円 １兆８，１８５億円
施設費 １兆９，７４１億円 ２兆１，９７０億円 １兆５，４１５億円





その他（制度事業費等） ２兆２，１１２億円 ４兆１，７３３億円 ２兆 ８，０３８億円
合計 １２兆６，２９３億円 １７兆６，４６１億円 １５兆１，７１５億円
注１ ：平成 16 年度は当初予算のみ。 
注２ ：１期までの研究費、人件費、その他のうち一部が独法運営費交付金、国立大学法人等関係経費
に移行した。一方、施設費は一貫した定義による集計である。 
データ：文部科学省科学技術・学術政策局「平成 16 年度予算における科学技術関係経費」平成 16 年版  
及び各年版、同局資料、国会提出予算書、特殊法人予算書により三菱総合研究所において集計 
 39
図 1-3-10 科学技術関係経費の使途別内訳（当初予算＋補正予算） 
    
プレ１期       １期       ２期 
 【１２．６兆円】    【１７．６兆円】    【１５．２兆円】 
注  ：当初予算＋補正予算の集計。ただし、平成 16 年度は当初予算のみ 












図 1-3-11 科学技術関係経費の機関別内訳（当初予算＋補正予算） 
    
プレ１期       １期       ２期 
 【１２．６兆円】    【１７．６兆円】    【１５．２兆円】 
注  ：当初予算＋補正予算の集計。ただし、平成 16 年度は当初予算のみ 































































































図 1-3-12 研究関係経費の分野別内訳（当初予算＋補正予算） 
 
プレ１期               １期  






























注２ ：平成 3～12 年度と平成 13 年度以降とでは集計方法が異なる。 







注４ ：平成 16 年度の国立大学等については、国立学校法人に対する運営費交付金のうち、研究費相当分
を平成 15 年度国立大学、研究所、附属病院などの予算分をもとに算出し、分野別教官数及び一人
当たり積算単価で算出した分野別割合から推計を行った。 
注５ ：平成 3～12 年度については、上記のほか国会提出予算書（一般会計、特別会計）と各特殊法人の
予算書を用いて研究費を算出し、別途研究課題別予算データから算出した分野別予算割合を乗じ
て算出した。 
注６ ：平成 16 年度は当初予算のみ 































































表 1-3-14 科学技術関係経費における補正予算 
データ：文部科学省科学技術・学術政策局「平成 16 年度予算における科学技術関係経費」平成 16 年 
版、及び各年版、財務省データベース「予算書・決算書の情報」各年度版、文部科学省科学




表 1-3-15 補正予算の割合(科学技術関係経費、一般会計歳出) 
注  ：一般会計歳出補正予算の追加額を(一般歳出当初予算＋一般会計歳出補正予算)で割った値。 
データ：文部科学省科学技術・学術政策局「平成 16 年度予算における科学技術関係経費」平成 16 年 
版、及び各年版、財務省データベース「予算書・決算書の情報」各年度版、文部科学省科学
技術・学術政策局「平成 17 年度政府予算案及び平成 16 年度補正予算における科学技術関係
経費（速報値）」より作成 
 
 当初予算 補正予算計 
予算総額 
（当初＋補正） 
プレ１期（平成３～７年度） 11 兆 2,816 億円 1兆 3,477 億円 12 兆 6,293 億円
１期    （平成８～１２年度） 15 兆 2,880 億円 2兆 3,581 億円 17 兆 6,461 億円










10.7％ 13.4％ 6.4％ 
一般会計歳出補正予算 
(追加額)の割合 















































































































表 1-3-16 ミレニアム・プロジェクトの概要 
分類 予算額 主な内容 
Ⅰ 教育の情報化 119 億円 公立学校の校内ネットワーク機能の整備 
Ⅱ 電子政府の実現 99 億円 政府認証基盤（GPKI）等電子政府の基盤整備
情報化
 Ⅲ ＩＴ２１の推進 152 億円 超高速インターネットの実現 























8 億円  
提案公募
 
Ⅸ 革新的な技術開発の提案公募 30 億円 革新的技術開発研究推進費補助金の創設 
合計 1,206 億円  
注 ：四捨五入の関係で合計は一致しない。 
出所：内閣内政審議室「記者発表―平成 12 年度予算「経済新生特別枠」に関する総理指示」平成 11 年    















































未踏ソフトウェア等創造事業 2,521 2,521 1,100 0 0
















農林水産省 新事業創出研究開発事業［競争的資金］ 1,100 1,455 1,591 1,213 735
旧科学技術振
興事業団 
標準ＳＮＰｓの解析 2,600 2,600 0 0 0
新 エ ネ ル ギ
ー・産業技術
総合開発機構 
ヒト完全長ｃＤＮＡ構造解析 1,630 1,470 0 0 0
新 エ ネ ル ギ
ー・産業技術
総合開発機構 



































3,000 4,500 5,277 3,562 3,316
注１ ：平成 12 年度の予算額は、ミレニアム・プロジェクトの公表資料に基づく予算額ではなく、文部省
科学技術・学術政策局の予算資料に基づいて三菱総合研究所が算出した予算額である。 
注２ ：平成 16 年度において「※内数」との表記は、運営費交付金の内数であることを示す。 













































































































































































































































注１ ：10 億円未満の流れは省略 
注２ ：()内の数値は自己資金額。 
注３ ：国から国営研究機関への研究関係経費 2,161 億円のうち 130 億円は外部資金。 
注４ ：国から公営研究機関への研究関係経費 2,246 億円のうち 60 億円は外部資金。 
注５ ：国から国立大学への研究関係経費 1兆 337 億円には授業料等の自己収入を含む。 












































































































































































注５：日本の 1996 年度からはソフトウェア業も含む。 
注６：米国の 2001、2002 年研究開発費は予備値。政府は、連邦政府、連邦政府研究機関。 




＜米国＞NSF“National Patterns of R&D Resources 2002 Data Update” 
＜ドイツ、フランス、イギリス＞OECD“Basic Science and Technology Statistics 2002/2” 
ただし、イギリスの 2001 年は ONS“Gross domestic expenditure on Research and Development 2001”、
















































表 2-1-1 研究の性格別にみた科学技術関係経費の推移 
（対象：研究関係経費）（当初＋補正予算） 
 プレ１期 
(平成 3～7 年度) 
1 期 
(平成 8～12 年度) 
２期 









































































注３ ：平成 3～12 年度と平成 13 年度以降では集計方法が異なる。 



















注 10 ：上記のうち、総務省「科学技術研究調査報告」の性格別比率を採用した際、平成 16 年度につい
ては平成 15 年度の比率を当てはめて推計した。 
注 11 ：平成 16 年度は当初予算のみである。 
注 12 ：競争的資金と独立行政法人の研究費の推計を含めているため使途別集計の研究費とは一致しない。 











注３ ：平成 3～12 年度と平成 13 年度以降では集計方法が異なる。 




















注 10 ：上記のうち、総務省「科学技術研究調査報告」の性格別比率を採用した際、平成 16 年度につい
ては平成 15 年度の比率を当てはめて推計した。 
注 11 ：平成 16 年度は当初予算のみである。 
注 12 ：競争的資金と独立行政法人の研究費の推計を含めているため使途別集計の研究費とは一致しない。 



















































































基礎研究 応用研究 開発研究 試験調査等 分類不能





























基礎研究 応用研究 開発研究 試験調査等 分類不能
平成３年度 平成４年度 平成５年度 平成６年度 平成７年度 平成８年度 平成９年度









注３ ：平成 3～12 年度と平成 13 年度以降では集計方法が異なる。 


















注 10 ：上記のうち、総務省「科学技術研究調査報告」の性格別比率を採用した際、平成 16 年度については平成 15 年
度の比率を当てはめて推計した。 
注 11 ：平成 16 年度は当初予算のみである。 
注 12 ：競争的資金と独立行政法人の研究費の推計を含めているため使途別集計の研究費とは一致しない。 























注３ ：上記のうち、総務省「科学技術研究調査報告」の性格別比率を採用した際、平成 16 年度について
は平成 15 年度の比率を当てはめて推計した。 
注４ ：平成 16 年度は当初予算のみである。 














































































２期計画期間中においても、基礎研究の割合の拡大が顕著であり、平成１６年度には   
２６.３％と、計画期間初年度の平成１３年度に比べて約８ポイントの拡大となった。 
 
図 2-1-4 国立試験研究機関、特殊法人、独立行政法人における研究の性格別にみた 
予算額割合の推移 
（対象：研究関係経費）（当初予算＋補正予算 平成１６年度の対象額：７,４７７億円） 
注１ ：平成 3～12 年度と平成 13 年度以降では集計方法が異なる。 











注６ ：平成 16 年度は当初予算のみである。 



















































































図 2-1-5 本省部局における研究の性格別にみた研究予算額割合の推移 
（対象：研究関係経費）（当初予算＋補正予算 平成 16 年度の対象額：3,407 億円） 
 




注４ ：平成 16 年度は当初予算のみである。 




































































































注２ ：平成 16 年度は当初予算のみである。 





































































































                                                  
12 総務省統計による性格別内部使用研究費の定義については解説編 1.を参照 
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図 2-1-11 特殊法人・独立行政法人（研究機関扱い）における 

















































































図 2-1-12 重点４分野における研究の性格別の予算割合（当初予算） 
 






































































































図 2-1-13 重点４分野以外の分野における研究の性格別の予算割合（当初予算） 
 
 



































































































































出所：総務省「科学技術研究調査報告」、NSF“National Patterns of R&D Resources 2002 Data Update”、



























































































































出所：総務省「科学技術研究調査報告」、NSF“National Patterns of R&D Resources 2002 Data Update”、
















































注１ ：米国は、名目値のPPP（購買力平価）による邦貨換算値。PPPはOECD “Main Science and Technology 
Indicators 2004/1”による。 
注２ ：指数は日本を１とした場合の指数 




AAAS,“AAAS REPORT XXIX RESEARCH AND DEVELOPMENT FY 2005 March ‐11, 2004, REVISED”、
“Congressional Action on R&D in the FY 2005 Budgeｔ” 
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表 2-1-2 基礎研究費の平均伸び率（日米比較） 
注１ ：自国通貨による名目値及び実質値の伸び率 
注２ ：日本のプレ 1期は 92 年から 95、2 期は 01 年から 03 年までの平均伸び率 
注３ ：日本は、GDP デフレータによる実質値（95 年価格）。米国は、出典に掲載の実質値（04 年
価格）。 
データ：文部科学省科学技術・学術政策局「平成 16 年度予算における科学技術関係経費」平成 16
年版、及び各年版、同局予算資料、国会提出予算書、 
総務省「科学技術研究調査報告」、競争的資金の各資料 
AAAS,“AAAS REPORT XXIX RESEARCH AND DEVELOPMENT FY 2005 March ‐11, 2004, REVISED”、















日本 １６.４％ １８.５％ １９.９％ 
米国 １８.６％ ２１.３％ ２１.７％ 
 
データ：文部科学省科学技術・学術政策局「平成 16 年度予算における科学技術関係経費」平成 16 年版、
及び各年版、同局予算資料、国会提出予算書、 
総務省「科学技術研究調査報告」、競争的資金の各資料 
AAAS,“AAAS REPORT XXIX RESEARCH AND DEVELOPMENT FY 2005 March ‐11, 2004, REVISED”、










名目 実質 名目 実質 名目 実質 
日本 ８.９% ８.４% ８.８% ７.２% １.７% ３.４% 

























































































注１ ：出典に掲載の実質値（04 年価格、OMB の GDP デフレータによる実質額〔百万ドル、04 年価格〕）。 
注２ ：2004 年、2005 年は概算値。 
















































(平成 8～12 年度) 
２期 





































































































重点４分野の比率(A/C) ２９.１％ ３７.６％ ４２.１％
注１ ：第２期科学技術基本計画の「科学技術の戦略的重点化」における「基礎研究」や「国家的・社会
的課題に対応した研究開発」に関わらず、研究関係経費を対象に算出。 
注２ ：平成 3～12 年度と平成 13 年度以降とでは集計方法が異なる。 
注３ ：（ ）内の数字は年度平均。 







注５ ：平成 3～12 年度については、上記のほか国会提出予算書（一般会計、特別会計）と各特殊法人の
予算書を用いて研究費を算出し、別途研究課題別予算データから算出した分野別予算割合を乗じ
て算出した。 
注６ ：平成 3～15 年度までは当初予算と補正予算の合計、平成 16 年度は当初予算である。 





図 2-2-1 科学技術関係経費における研究費の研究分野別割合の推移 
（対象：研究関係経費）（当初予算＋補正予算） 















ライフサイエンス 情報通信 環境 ナノテク・材料
エネルギー 製造技術 社会基盤 フロンティア
人文社会 その他・理学的研究 分類不能
















注２ ：平成 3～12 年度と平成 13 年度以降とでは集計方法が異なる。 
注３ ：（ ）内の数字は年度平均。 







注５ ：平成 3～12 年度については、上記のほか国会提出予算書（一般会計、特別会計）と各特殊法人の
予算書を用いて研究費を算出し、別途研究課題別予算データから算出した分野別予算割合を乗じ
て算出した。 
注６ ：平成 3～15 年度までは当初予算と補正予算の合計、平成 16 年度は当初予算である。 






























































































































































































































平成3年度 平成4年度 平成5年度 平成6年度 平成7年度 平成8年度 平成9年度 平成10年度 平成11年度





注２ ：平成 3～12 年度と平成 13 年度以降とでは集計方法が異なる。 







注４ ：平成 3～12 年度については、上記のほか国会提出予算書（一般会計、特別会計）と各特殊法人の
予算書を用いて研究費を算出し、別途研究課題別予算データから算出した分野別予算割合を乗じ
て算出した。 
注５ ：平成 3～15 年度までは当初予算と補正予算の合計、平成 16 年度は当初予算である。 












図 2-2-3 研究分野別予算額の推移 
（対象：科学技術関係経費）（当初予算＋補正予算） 















ライフサイエンス 情報通信 環境 ナノテク・材料






















注４ ：平成 3～15 年度までは当初予算と補正予算の合計、平成 16 年度は当初予算である。 







































注１ ：米国は PPP（購買力平価）による邦貨換算。 
注２ ：日本は研究関係経費が対象（当初予算＋補正予算。ただし、2004 年度は当初予算のみ。） 
注３ ：米国は政府科学技術関係予算の約半分を占める防衛費を含まない。ただし、一部の国防プロジェ












米国 日本 米国 日本 米国 日本 米国 日本















100 100 100 日本
11310872米国ナノテクノロジー ・
材料
100 100 100 日本
122112921210米国
環境
100 100 100 日本
155163148米国
情報通信









データ：文部科学省科学技術・学術政策局「平成 16 年度予算における科学技術関係経費」平成 16 年版、
及び各年版等を元に科学技術政策研究所及び三菱総合研究所による分野分類作業を行った上で作
成、SRI International が科学技術振興機構のために作成したレポート（“Comparative Study of 



















図 2-2-5 研究分野別・研究機関別の内部使用研究費（平成７年度） 
出所：総務省「科学技術研究調査報告」より作成 
 































































































































































































































































表 2-2-3 我が国における各機関における内部使用研究費の公的機関の割合 
プレ１期最終年度 １期最終年度 ２期初年度 ２期中間年度
【平成7年度】 【平成12年度】 【平成13年度】 【平成15年度】
総額 1兆7,497億円 1兆7,833億円 1兆9,743億円 2兆0771億円
公的機関 5,726億円 6,091億円 7,371億円 7,635億円
（割合） 32.7% 34.2% 37.3% 36.8%
総額 1兆1,388億円 1兆7,526億円 2兆2,520億円 2兆4,921億円
公的機関 575億円 998億円 1,571億円 2,141億円
（割合） 5.0% 5.7% 7.0% 8.6%
総額 3,135億円 5,383億円 6,787億円 7,682億円
公的機関 581億円 868億円 1,711億円 1,712億円
（割合） 18.5% 16.1% 25.2% 22.3%
総額 － － 3,506億円 5,828億円
公的機関 － － 1,387億円 1,798億円


























   「分野別推進戦略」における小項目は以下の通りである。 
    ・活力ある長寿社会実現のためのゲノム関連技術を活用した疾患の予防・治療技
術の開発 
    ・国民の健康を脅かす環境因子に対応した生体防御機構の解明と疾患の予防・治
療技術開発 
    ・こころの健康と脳に関する基礎的研究推進と精神・神経疾患の予防・治療技術
への応用 
    ・生物機能を高度に活用した物質生産・環境対応技術開発 
    ・食料供給力の向上と食生活の改善に貢献する食料科学・技術の開発 
 



















①ゲノム ②生体防御機構 ③こころ、脳 ④物質生産 ⑤食料
億
円









データ：文部科学省科学技術・学術政策局「平成 16 年度予算における科学技術関係経費」平成 16 年版 
及び各年版、同局資料をもとに三菱総合研究所において分類、集計 
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図 2-2-12 ライフサイエンス分野における小項目別の科学技術関係予算の推移（米国） 
データ：SRI International が科学技術振興機構のために作成したレポート（“Comparative Study of 













  「分野別推進戦略」における小項目は以下の通りである。 
    ・高速・高信頼情報通信システム技術 
    ・次世代情報通信技術等 












































































































































































FY 2001 FY 2002 FY 2003 FY 2004
（百万ドル）
 
データ：SRI International が科学技術振興機構のために作成したレポート（“Comparative Study of 




   「分野別推進戦略」における小項目は以下の通りである。 
    ・地球温暖化研究 
    ・ゴミゼロ型・資源循環型技術研究 
    ・自然共生型流域圏・都市再生技術研究 
    ・化学物質リスク総合管理技術研究 
    ・地球規模水循環変動研究 
 
















































































































































































FY 2001 FY 2002 FY 2003 FY 2004
 
データ：SRI International が科学技術振興機構のために作成したレポート（“Comparative Study of 








   「分野別推進戦略」における小項目は以下の通りである。 
    ・次世代情報通信システム用ナノデバイス・材料 
    ・環境保全・エネルギー利用高度化材料 
    ・医療用極小システム・材料、生物のメカニズムを活用し制御するナノバイオロ
ジー 
    ・計測・評価、加工、数値解析・シミュレーションなどの基盤技術と波及分野 
    ・革新的な物性・機能を付与するための物質・材料技術 
 















①ﾅﾉﾃﾞﾊﾞｲｽ ②環境保全 ③ﾅﾉﾊﾞｲｵﾛｼﾞｰ ④基盤技術 ⑤物質・材料技術
億
円









データ：文部科学省科学技術・学術政策局「平成 16 年度予算における科学技術関係経費」平成 16 年版 
及び各年版、同局資料をもとに三菱総合研究所において分類、集計 
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図 2-2-18 ナノテクノロジー分野における政府機関別の 
科学技術関係予算の推移（米国） 
 
データ：SRI International が科学技術振興機構のために作成したレポート（“Comparative Study of 




















































































































































データ：文部科学省科学技術・学術政策局「平成 16 年度予算における科学技術関係経費」 































データ：文部科学省科学技術・学術政策局「平成 16 年度予算における科学技術関係経費」 






図 2-2-21 宇宙関係の科学技術関係経費の推移（当初予算） 
    データ：文部科学省科学技術・学術政策局「平成 16 年度予算における科学技術関係経費」 











































































 図 2-2-22 海洋関係の科学技術関係経費の推移（当初予算） 
  
データ：文部科学省科学技術・学術政策局「平成 16 年度予算における科学技術関係経費」 































データ：文部科学省科学技術・学術政策局「平成 15 年度予算における科学技術関係経費」 
















































図 2-2-24 地震関係の科学技術関係経費の推移（当初予算） 
 
データ：文部科学省科学技術・学術政策局「平成 16 年度予算における科学技術関係経費」 
































































































































































































































































   ・施設・設備の計画的・重点的整備 
   ・研究支援の充実 
   ・知的基盤の整備 





















































































































注２ ：平成 12 年度までと平成 13 年度以降とでは集計基準が異なる。特に、研究支援にかかる予算につ
いては、平成 13 年度以降の集計では、研究支援的要素を部分的に含むものも集計対象としている
ため、乖離が大きい。 
注３ ：平成 15 年度までの国立学校特別会計による事業については、平成 16 年度の国立大学等の法人化
に伴い、経費が国立大学法人運営費交付金等に移行。予算上計上されていないが、当該運営費交
付金等において、実質的に前年度と同水準以上の支援が可能となるよう必要な経費が措置されて





























表 3-1-2 政府研究開発投資と達成度指標との対比 
プレ１期 １期 ２期 平成７年 平成１２年 平成１４年
25,259 35,293 37,527 7.7 8.4 8.8
1.00 1.40 1.49 1.00 1.09 1.14
プレ１期 １期 ２期＊ プレ１期 １期 ２期
678 1,297 2,709 1,393 2,818 6,685
1.00 1.91 4.00 1.00 2.02 4.80
平成１６年度
プレ１期 １期 ２期＊ 18
92 387 671


















注  ：＊印を付したものは、１期以前と２期以降で集計方法が異なり、単純に比較できない。 
データ：科学技術政策研究所・三菱総合研究所「第１期及び第２期科学技術基本計画期間中の政府研究開発
投資の内容分析」、「第１期及び第２期科学技術基本計画において定量目標の明示された施策の達成
















表 3-1-1 競争的資金制度創設の経緯 
創設期間 担当省 担当機関 制度名 創設・実施年度
文部科学省 本省、日本学術振興会 科学研究費補助金 昭和40年度～
厚生労働省 本省 厚生科学研究費補助金 昭和28年度～
文部科学省 本省 科学技術振興調整費 昭和56年度～
環境省 本省 地球環境研究総合推進費 平成2年度～
文部科学省 科学技術振興事業団 戦略的基礎研究事業費（平成14年度より戦略的創造研究推進事業） 平成7～13年度
総務省 通信・放送機構 情報通信分野における基礎研究推進制度 平成8年度～
文部科学省 日本学術振興会 未来開拓学術研究推進事業（平成14年度より未来開拓学術研究費補助金） 平成8～13年度
厚生労働省 医薬品副作用被害救済・研究振興調査機構 保健医療分野における基礎研究推進事業（平成13年度までは基礎研究推進事業出資金） 平成8年度～
農林水産省 生物系特定産業技術研究推進機構 新技術・新分野のための基礎研究推進事業 平成8年度～
経済産業省 新エネルギー・産業技術総合開発機構 新規産業創造型提案公募事業 平成8～13年度
国土交通省 運輸施設整備事業団 運輸分野における基礎的研究推進制度 平成9年度～
総務省 本省 情報通信ブレークスルー基礎研究21における公募研究 平成10～13年度
文部科学省 本省 革新的技術開発研究推進費補助金(H14年度より独創的革新技術開発研究提案公募制度） 平成12～13年度
経済産業省 新エネルギー・産業技術総合開発機構 産業技術研究助成事業費 平成12年度
総務省 本省 量子情報通信技術の研究開発 平成13年度
国土交通省 本省 建設技術の研究開発助成経費 平成13年度～
総務省 本省 戦略的情報通信研究開発推進制度（既存３制度を統合） 平成14年度～
文部科学省 科学技術振興事業団 戦略的創造研究推進事業（戦略的基礎研究事業費の再編） 平成14年度～
文部科学省 本省 独創的革新技術開発研究提案公募制度（平成13年度までは革新的技術開発研究推進費補助金） 平成14年度～
文部科学省 本省 大学発ベンチャー創出支援制度 平成14年度～
文部科学省 本省 未来開拓学術研究費補助金（未来開拓学術研究推進事業の再編） 平成14年度～
農林水産省 本省 先端技術を活用した農林水産研究高度化事業 平成14年度～
農林水産省 本省 民間結集型アグリビジネス創出技術開発事業 平成14年度～
総務省 消防庁 消防防災科学技術研究推進制度 平成15年度～
農林水産省 生物系特定産業技術研究推進機構 生物系産業創出のための異分野融合研究推進事業 平成15年度～
文部科学省 本省 先端計測分析機器開発事業・先端計測分析技術・手法開発事業 平成16年度～





























表 3-1-2 競争的資金の予算額推移（当初予算） 
 プレ１期 
(平成 3～7 年度) 
1 期 











注  ：平成 17 年度は政府原案の数値。 
データ：文部科学省科学技術・学術政策局「平成 16 年度予算における科学技術関係経費」平成 16 年版 
及び各年版、「競争的資金制度一覧（平成 17 年度政府予算案）」平成 16 年 12 月 24 日より作成 
 




平成３年度    ７８５億円 
↓ 
平成７年度  １,２４８億円 
１期 
（平成８～１２年度） 










注１ ：2期計画での「競争的資金の倍増」の基準値は平成 12 年度の 2,968 億円。 
注２ ：平成 17 年度は政府原案の数値。 
データ：文部科学省科学技術・学術政策局「平成 16 年度予算における科学技術関係経費」平成 16 年版 










































































注２ ：戦略的基礎研究事業費は平成 7 年度補正予算により創設されたが、本予算集計は当初予算のみの
集計であるため、１期期間中に創設された制度として表記した。 
注３ ：平成 17 年度には政府予算案で以下の制度が新設、追加される予定。これらの制度を含めると平成
17 年度の競争的資金総額は 4,672 億円となる。 





    ＜既存予算制度を新たに競争的資金制度へ移行＞ 





データ：文部科学省科学技術・学術政策局「平成 16 年度予算における科学技術関係経費」平成 16 年版 
及び各年版、同局の科学技術関係経費データをもとに作成 
①1期期間前に創設された制度 
  ・科学研究費補助金 
  ・科学技術振興調整費 
  ・厚生労働科学研究費補助金 





  ・大学発ベンチャー創出支援制度 
  ・建設技術研究開発助成制度 
  ・民間結集型アグリビジネス創出技
術開発事業 
  ・民間基盤技術研究促進制度 
  ・量子情報通信技術の研究開発 








    創造研究推進事業） 
  ＊情報通信分野における基礎研究推進制度 
  ＊未来開拓学術研究費補助金 
  ＊保健医療分野における基礎研究推進事業 
  ＊新技術・新分野創出のための基礎研究推進事業
  ＊新規産業創造型提案公募事業 
  ＊運輸分野における基礎的研究推進制度 
【その他】 
  ・産業技術研究助成事業費 
  ・新事業創出研究開発事業 
  ・先端技術を活用した農林水産研究高度化事業 
  ・革新的技術開発研究推進費補助金 
   （平成14年度より独創的革新技術開発研究提案
公募制度） 
  ・周波数資源開発公募研究 
  ・ギガビットネットワーク利活用研究開発制度 
  ・情報通信ブレークスルー基礎研究21における公
募研究 













































































注  ：平成 13 年度以降は、研究費総額、競争的資金額ともに独立行政法人分を含まない。 





























平成 16 年度 － 
戦 略 的 情
報 通 信 研
究 開 発 推
進制度 






平成 8年度 民間不可 
国際標準実現型研究開発
制度 
平成 10 年度 官民問わず 
産学連携支援・若手研究者
支援型研究開発制度 
平成 11 年度 産学連携 
情 報 通 信
分 野 に お
け る 基 礎
研 究 推 進
制度 






平成 11 年度 情報通信 官民問わず 応用・開発 






















消防防災科学技術研究推進制度 平成 15 年度 社会基盤 官民問わず 基礎･応用･開発
基盤研究 (S) 平成 13 年度 大学等 
基盤研究 (A) 平成 8年度 大学等 
基盤研究 (B) 平成 8年度 大学等 
基盤研究 (C) 平成 8年度 大学等 
萌芽研究 平成 8年度 大学等 
若手研究 (A) 平成 14 年度 大学等 
若手研究 (B) 平成3年度以前 大学等 


















研究成果公開促進費 平成3年度以前 官民問わず 















個人型 (さきがけ) 平成 13 年度 
非限定 官民問わず 基礎 
科学技術振興に関する基
盤的調査 
平成 15 年度 人文社会 官民問わず 
産学官共同研究の効果的
な推進 
平成 14 年度 非限定 産学連携 
戦略的研究拠点育成 平成 13 年度 非限定 民間不可 




科学技術政策提言 平成 13 年度 人文社会 官民問わず 
先導的研究等の推進 平成 13 年度 非限定 官民問わず 









平成 13 年度 非限定 官民問わず 
基礎･応用･開発
先端計測分析機器開発事業 平成 16 年度 その他 産学連携 開発 
先端計測分析技術・手法開発事業 平成 16 年度 その他 官民問わず 開発 
独創的革新技術開発研究提案公募制度 平成 12 年度 非限定 民間のみ 応用 
大学発ベンチャー創出支援制度 平成 14 年度 非限定 産学連携 応用 
 











平成 8年度 ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ 民間不可 基礎・応用 





若手研究支援型 平成 11 年度 
ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ 官民問わず 基礎・応用 
一般型 平成 12 年度 新事業創
出研究開
発事業 地域型 平成 13 年度 
ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ 産学連携 応用･開発 
生物系産業創出のための異分野融合 
研究支援事業 
平成 15 年度 ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ 産学連携 応用･開発 
民間結集型アグリビジネス創出技術 
開発事業 










平成 14 年度 
地域活性型研究 
(地域競争型研究) 







平成 14 年度 






産業技術研究助成事業 平成 8年度 非限定 民間不可 応用 












平成 14 年度 






環境 官民問わず 基礎・応用 
基礎研究開発課題 平成 13 年度 環境技術
開発等推
進費 実用化研究開発課題 平成 13 年度 
環境 官民問わず 応用 
廃棄物処理対策研究 平成 12 年度 






平成 14 年度 




























































（億円） プレ1期 1期 2期
 





図 3-1-4 対象とする研究の性格別にみた競争的資金の予算割合の推移（当初予算） 
 
 













































図 3-1-5 対象とする研究分野別にみた競争的資金の予算額の推移（当初予算） 





図 3-1-6 対象とする研究分野別にみた競争的資金の予算割合の推移（当初予算） 
 



















































（億円） プレ1期 1期 2期















非限定 ライフサイエンス 情報通信 環境 ナノテク・材料 エネルギー












   ・官民を問わないもの 
   ・産学連携を条件としているもの 
   ・民間企業を配分対象としているもの 




図 3-1-7 配分対象別の競争的資金の予算額推移（当初予算） 




図 3-1-8 配分対象別の競争的資金の予算割合の推移（当初予算） 





























































































































































ライフ 情報 環境 ナノ・材料 エネルギー













    その他の制度については、内閣府が各省庁の制度担当に分野別割合について照会した結果を用い
た（平成 3～13 年度までは平成 12 年度の照会結果、平成 14 年度については平成 14 年度の照会結
果）。 





重点４分野割合 ：プレ１期  78.1% → １期  80.0% → ２期  81.3% 
 120




































































































ライフサイエンス 情報通信 環境 ナノテク・材料 エネルギー





費以外の制度については内閣府が各省庁に照会した分野分類の割合データ（平成 12 年度及び 14
年度調べ）をもとに設定した。 

























































































ライフサイエンス 情報通信 環境 ナノテク・材料 エネルギー











































































































H13年度 H14年度 H15年度 H16年度 H13年度 H14年度 H15年度 H16年度
271,069 284,497 281,700 313,940 76,575 90,096 89,940 103,782
(68.6%) (66.7%) (65.4%) (65.9%) (72.8%) (72.3%) (71.2%) (70.8%)
21,669 23,017 23,981 25,147 5,216 5,915 6,404 7,109
(5.5%) (5.4%) (5.6%) (5.3%) (5.0%) (4.7%) (5.1%) (4.8%)
74,264 80,027 82,370 84,835 14,319 16,968 17,315 19,379
(18.8%) (18.8%) (19.1%) (17.8%) (13.6%) (13.6%) (13.7%) (13.2%)
27,913 38,804 42,938 52,673 9,035 11,655 12,682 16,396
(7.1%) (9.1%) (10.%) (11.1%) (8.6%) (9.4%) (10.%) (11.2%)
合　　計 394,915 426,345 430,989 476,595 105,145 124,634 126,341 146,666
【件数ベース】
H13年度 H14年度 H15年度 H16年度 H13年度 H14年度 H15年度 H16年度
61,214 58,780 58,732 59,979 24,113 24,935 24,525 26,385
(60.5%) (59.6%) (58.4%) (57.7%) (65.%) (64.2%) (63.1%) (61.9%)
6,688 6,482 6,759 6,990 2,352 2,531 2,543 2,858
(6.6%) (6.6%) (6.7%) (6.7%) (6.3%) (6.5%) (6.5%) (6.7%)
25,438 25,016 25,600 26,300 7,828 8,245 8,343 9,237
(25.2%) (25.4%) (25.4%) (25.3%) (21.1%) (21.2%) (21.5%) (21.7%)
7,777 8,353 9,519 10,661 2,828 3,113 3,437 4,137
(7.7%) (8.5%) (9.5%) (10.3%) (7.6%) (8.%) (8.8%) (9.7%)
































































































































































































ライフ 情報 環境 ナノ・材料




















  Ａタイプ 応募領域を特定していないもので、幅広く公募しているもの 
（基盤研究、萌芽的研究、若手研究、奨励研究等） 
  Ｂタイプ 応募領域を特定していないもので、国際的高水準の研究等に交付するもの 
（特別推進研究、創成的基礎研究、ＣＯＥ（現在廃止）） 
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ライフ 情報 環境 ナノ・材料











































































































注２ ：公立、私立大学（4年制大学のみ）を対象とし、２年制大学、独立非営利機関(independent nonprofit 
institution)は含んでいない。 
注３ ：邦貨換算は購買力平価換算による。1ドル＝149.8円（2001年）。 
データ：文部科学省「教育指標の国際比較」平成17年版、NSF,“ Federal Science and Engineering Support 











































































































































ライフ 情報 環境 ナノ・材料





















重点４分野割合 ：プレ１期  58.2% → １期  69.1% → ２期  82.4% 
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通信・放送機構・民間基盤技術研究促進制度 6,369 27.1% 通信・放送機構・民間基盤技術研究促進制度 10,939 26.8%
総務省・情報通信ブレークスルー基礎研究２１
推進 38 0.0% 総務省・戦略的情報通信研究開発推進制度 1,199 27.5%
総務省・周波数資源開発 12 0.0% 科学技術振興事業団・戦略的創造研究推進事業 32,728 1.4%
総務省・量子情報通信技術研究開発 70 0.0% 日本学術振興会・未来開拓学術研究推進 8,325 0.0%
科学技術振興事業団・戦略的基礎研究 23,757 0.6% 科学研究費補助金 157,528 7.5%
科学技術振興事業団・若手個人研究 5,130 0.5% 科学技術振興調整費 33,057 8.9%
科学技術振興事業団・基礎的研究発展 979 0.5% 独創的革新技術開発研究 4,694 6.5%
科学技術振興事業団・社会技術研究 134 1.4% 大学発ベンチャー創出支援制度 1,607 30.0%
日本学術振興会・未来開拓学術研究推進 16,648 0.0% 医薬品副作用被害救済・研究振興調査機構・基礎研究推進 6,524 3.7%
革新的技術開発研究推進 4,015 7.5% 厚生労働科学研究費補助金 25,271 4.7%
科学研究費補助金 138,730 5.1% 生物系特定産業技術研究推進機構・新技術・新分野基礎研究推進 3,522 4.6%





厚生科学研究費補助金 24,871 1.1% 農林水産省・民間結集型アグリビジネス創出技術開発事業費補助 432 0.0%
生物系特定産業技術研究推進機構・新技術・新




出研究 1,206 0.0% 運輸施設整備事業団・競争的資金 350 0.0%
農林水産省・農林水産業技術研究強化・パイオ
ニア特別研究 740 0.0% 国土交通省・建設技術研究開発助成 222 30.0%
農林水産省・民間結集型アグリビジネス創出技
術開発事業費補助 465 0.0% 環境省・地球環境研究総合推進 2,519 7.4%
経済産業省 新エネルギー・産業技術総合開発機構・競争的資金 3,700 25.7% 環境省・環境技術開発等推進 708 18.7%
運輸施設整備事業団・競争的資金 360 0.0% 環境省・廃棄物処理等科学研究 667 9.0%













































注３ ：平成 16 年度の競争的資金は当年度の最終集計ではなく、１０月現在の金額である。 
データ：文部科学省資料及び各省庁へのデータ照会により三菱総合研究所において作成 
































































































研究、特定領域研究(平成 12 年度までは重点領域研究)、学術創成研究(平成 12 年度までは創成的
基礎研究)、COE 形成基礎研究(平成７～13 年度)を対象とした。 
なお、科研費補助金には上記以外に、研究成果公開促進費、特定奨励費、特別研究員奨励費、地


















































































注  ：１研究課題当たりの配分額は 48 制度について回答を得た。 
データ：科学技術政策研究所、三菱総合研究所「国立大学の科学技術に関わる予算・経費に関する大学事
例調査」平成 16 年 11 月実施より作成 
                                                  
17 国立大学への事例調査の概要については解説編５．を参照。 

























注  ：表中の下線は科学技術政策研究所において記した。 
データ：科学技術政策研究所、三菱総合研究所「国立大学の科学技術に関わる予算・経費に関する大学事































































































































































































































































































































































































































































ログラムの推移を見ると、プレ１期末（平成７年度）の１０８億円から１期末（平成   
１２年度）には２８０億円へと２倍以上に増加した。 
  その後、２期計画期間４年目の平成１６年度には３１７億円へとさらに増加している。 
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度(平成 11 年度新規)（注１） 
― 13 ― ―
戦略的基礎研究推進事業のうち個人研究推進制度 
（注１） 
19 40 ― ―
未来開拓学術研究推進事業(若手研究者分) 
(平成 12 年度新規)（注２） 
― 38 ― ―
科学研究費補助金のうち特定領域研究 C（注１） 
(平成 12 年度新規) 
― 24 ― ―
科学研究費補助金のうち特定領域研究における若手枠 
（平成 14 年度新規） ― ― 386 の内数 403 の内数
科学研究費補助金のうち奨励研究 A（注１） 62 90 ― ―
科学研究費補助金のうち特別研究員奨励費 27 53 57 57
科学研究費補助金のうち若手研究 A（平成 14 年度新規） ― ― 25 54




（平成 13 年度新規） 
― ― 15 17
経済産業省 産業技術研究助成事業（平成 12 年度新規） ― 16 53 58
情報通信分野における基礎研究推進制度のうち産学官
連携支援・若手研究者支援型研究開発制度 
(平成 11 年度新規)（注１） 
― 1 1 0
情報通信分野における基礎研究推進制度のうち創造的
情報通信技術研究開発推進制度 
（平成 8 年度新規）（注１） 
― 8 の内数 4 の内数 1 の内数総務省 
戦略的情報通信研究開発推進制度のうち研究主体育成
型研究開発（若手研究者型） 
（平成 14 年度新規）（注３） 
― ― 5 の内数 5 の内数
農林水産省 
新技術・新分野創出のための基礎研究推進事業のうち若
手研究者支援型（平成 11 年度新規）（注４） 
― 5 7 40 の内数
国土交通省 
運輸分野における基礎的研究推進制度のうち若手研究
者支援措置（平成 14 年度新規）（注５） 
― ― 4 の内数 4 の内数
環境省 
地球環境研究総合推進費（課題検討調査研究）のうち若
手研究者枠（平成 14 年度新規） 
― ― 29 の内数 3 の内数
 計（注６） 108 280 268 317
注１ ：平成 13 年度で新規課題採択を終了。 




「海外での情報収集のための長期出張」のいずれかの費用に対して、当初申請された研究費とは別    
途に支給する支援措置のこと。 
注６ ：明確に若手研究者対象分の金額のみを集計。 

























































算について、平成 15 年度と同額を平成 16 年度に推計している。 
注  ：独立行政法人の予算は、運営費交付金に占める推計額。 
注  ：ポストドクター等支援には博士課程学生向けの支援プログラム（日本学術振興会特別研究員（DC）
なども含まれる）。 
データ：平成 14 年度までのデータは、文部科学省科学技術・学術政策局「平成 16 年度予算における科学
技術関係経費」平成 16 年版及び各年版をもとに、三菱総合研究所において分類の上、集計 
   平成 15 年度以降のデータは、文部科学省科学技術・学術政策局 予算関係資料をもとに作成 
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文部科学省 特別研究員（PD/SPD) 日本学術振興会 6,451 6,768 6,956 9,197 8,145 6,860
外国人特別研究員 日本学術振興会 3,870 3,898 4,613 6,905 6,908 6839
海外特別研究員 日本学術振興会 1,081 1,177 1,160 1,555 1,546 1507
未来開拓学術研究推進事業 日本学術振興会 4,753 5,450 2,837 1,704 1,265 674
小計 16,155 17,293 15,567 19,361 17,864 15,880
基礎科学特別研究員制度 理化学研究所 2,199 2,222 2,229 1,832 1,793 1743
博士研究員流動化促進費 日本原子力研究所 547 872 918 918 769 685
宇宙開発特別研究員 宇宙航空研究開発機構 291 356 365 362 442 -
宇宙航空プロジェクト研究員（仮称） 宇宙航空研究開発機構 - 442
任期付研究員制度 核燃料サイクル開発機構 0 0 177 165 166 166
科学技術特別研究員制度 科学技術振興事業団 3,302 2,966 2,721 0 0
若手研者究海外派遣事業 科学技術振興事業団 172 177 229 0 0
STAフェローシップ 科学技術振興事業団 3,812 3,877 2,905 0 0
戦略的基礎研究推進制度 科学技術振興事業団 2,755 3,235 2,954 0 0
戦略的創造研究推進事業 科学技術振興機構 0 0 0 4,682 4,353 4698
創造科学技術推進制度 科学技術振興機構 365 865 850 803 581 436
計算科学技術活用型特定研究開発推進事業 科学技術振興機構 430 544 573 520 397 132
地域結集型共同研究事業 科学技術振興機構 446 656 836 882 880 814
ITBL用公募型計算科学技術活用事業 科学技術振興機構 0 0 25 34 33 17
特別研究員等 海洋研究開発機構 98 99 109 99 99 99
地球ﾌﾛﾝﾃｨｱﾎﾟｽﾄﾄﾞｸﾀｰ研究員 海洋研究開発機構 128 134 147 147 259 259
地球観測ﾌﾛﾝﾃｨｱﾎﾟｽﾄﾄﾞｸﾀｰ研究員 海洋研究開発機構 0 0 95 58 138 138
個体地球統合フロンティアポストドクター研究員 海洋科学技術センター 0 0 31 0 0
国研独立行政法人化先導プログラム 科学技術庁 40 47 0 0 0
国際宇宙放射線医学研究 科学技術庁 9 42 0 0 0
高度画像診断装置開発研究 科学技術庁 9 0 0 0
非常勤研究員 国立大学等 2,721 2,952 3,080 2,266 2,220 2,220
ﾍﾞﾝﾁｬｰ･ﾋﾞｼﾞﾈｽ･ﾗﾎﾞﾗﾄﾘｰ非常勤研究員 国立大学 1,012 1,132 1,288 1,327 1,453 1,453
経済産業省 工業技術院フェローシップ 工業技術院 149 149 0 0 0
産業技術フェローシップ NEDO 1,287 1,831 2,942 2,402 1,643 830
新規産業創造型提案公募制度 NEDO 742 607 0 245 0
地域新生コンソーシアム研究開発制度 経済産業省 160 135 184 0 363 481
中小企業地域新生コンソーシアム研究開発制度 経済産業省、中小企業庁 0 0 0 146 0 0
競争特研 工業技術院 287 287 0 0 0
ITIT(国際産業技術研究事業)フェローシップ 工業技術院 64 56 0 0 0
イノベーション人材養成事業 経済産業省(内局） 0 0 0 100 0
厚生労働省 厚生労働科学研究推進事業 公益法人 1,541 1,589 2,212 3,002 2,723 2,659
農林水産省 新技術・新分野創出のための基礎研究推進事業 農業・生物系特定産業技術研究機構 1,488 1,768 1,618 1,100 1,055 967
民間結集型ｱｸﾞﾘﾋﾞｼﾞﾈｽ創出技術開発事業 民間（技術研究組合等） 0 0 0 88 86 84
農林水産新産業技術開発儀業 農林水産先端技術産業振興センター 100 105 105 0 0
国際農林水産業招聘共同研究 国際農林水産業研究センター 112 112 0 0 0
先端技術を活用した農林水産研究高度化事業 農林水産省 0 0 0 323 280 526
沖縄対応特別研究 農林水産省 0 0 7 7 6 6
小計 24,257 26,825 26,601 21,507 19,741 18,855
博士課程学生対象
文部科学省 特別研究員（DC) 日本学術振興会 6,230 6,129 6,592 6,592 6,471 7,559
小計 6,230 6,129 6,592 6,592 6,471 7,559
ｼﾞｭﾆｱ･ﾘｻｰﾁ･ｱｿｼｴｲﾄ制度 理化学研究所 429 434 531 319 316 328
特別研究生 日本原子力研究所 134 81 81 81 79 72
経済産業省 産業技術ジュニアフェローシップ NEDO 0 0 125 0 0
小計 562 515 737 399 395 400
合計 47,205 50,762 49,496 47,860 44,471 42,694
分類
 
注１：平成 15 年度までの国立学校特別会計による事業については、平成 16 年度の国立大学等の法人化に
伴い、経費が国立大学法人運営費交付金等に移行。予算上計上されていないが、当該運営費交付金
等において、実質的に前年度と同水準以上の支援が可能となるよう必要な経費が措置されているこ




データ：平成 14 年度までのデータは、文部科学省科学技術・学術政策局「平成 16 年度予算における科学
技術関係経費」平成 16 年版及び各年版をもとに、三菱総合研究所において分類の上、集計。   
平成 15 年度以降のデータは、文部科学省科学技術・学術政策局 予算関係資料をもとに作成 















  平成１１年度予算額 １１.５億円（評価に係る経費として額が特定できるもののみ） 
  平成１２年度予算額 １３.４億円（同上） 
 
 （２期計画前半） 
  平成１３年度予算額 ２０.８億円（独法については運営費交付金の内数であり不明） 
  平成１４年度予算額 ３０.８億円（同上） 
  平成１５年度予算額 ２５.５億円（同上） 







表 3-2-3 １期中の研究開発の評価に係る主な事業 
（平成１１，１２年度のみ、 単位：千円） 
省庁名 事 項 名 平成 11 年度 平成 12 年度




 開発土木研究所 研究開発課題の評価 
 
659 －
防衛庁 該当する事項なし  
１． 附属国立試験研究機関による評価の実施 
1-1 附属国立試験研究機関における評価の実施 
航空宇宙技術研究所   外部評価の実施 
金属材料技術研究所   研究開発課題等の評価 
放射線医学総合研究所  研究所外部評価 
防災科学技術研究所   研究開発課題等の評価 




  日本原子力研究所      研究評価の実施 
  理化学研究所        理研アドバイザリーカウンシル 
                研究課題評価委員会 
                研究実績レビュー開催費 
                フロンティア研究運営委員会 
                フロンティア研究システム研究評価 
委員会 
                脳科学総合研究評価委員会 
                ゲノム科学総合研究評価委員会 
                植物科学研究評価委員会 
                発生・再生研究評価委員会 
                遺伝子多型研究評価委員会 
  核燃料サイクル開発機構   研究開発の外部評価制度の整備 
  宇宙開発事業団       研究開発に関する評価委員会経費 
  科学技術振興事業団     研究開発事業評価経費 
  海洋科学技術センター    研究評価業務費 
 
３．プロジェクト研究等の外部評価の実施 
  宇宙ステーション計画の評価の実施 
  研究評価委員会の開催 
  電源開発促進対策特別会計による試験研究評価委員会の開催 
 
４．研究評価の支援等 
  科学技術政策研究所  政策評価に関する研究 
  科学技術振興事業団  研究評価指標データベース調査 
 
５．国の研究開発の評価の現状の刊行 
  研究開発の評価の現状の刊行 



































































































































































































郵政省 計 13,335 19,732
附属国立試験研究機関における評価の実施 
 産業安全研究所    産業安全研究体制検討費 
 産業医学総合研究所  産業医学総合研究企画推進費 










労働省 計 8,367 6,742
本省及び附属研究機関等による評価の実施 
 本省      研究開発評価の実施 
 国土地理院   研究開発評価の実施 
 土木研究所   研究開発評価の実施 












建設省 計 11,919 8,955
自治省 消防科学技術の高度化推進に伴う経費 1,061 1,218
















































 開発土木研究所 研究開発課題の評価 
（旧建設省分） 
本省及び附属研究機関等による評価の実施 















国土交通省 計  3,780














表 3-2-4 ２期中の研究開発の評価に係る主な事業 
（平成１３～１６年度 単位：千円） 
































小  計 99,996 99,996 182,846 167,510
１．科学警察研究所における研究開発等の外部評価 1,759 3,477 5,400 3,054警察庁 
小  計 1,759 3,477 5,400 3,054
１．技術研究本部における研究開発等の評価 － 698 977 501防衛庁 








































小  計 26,086 25,602 37,317 34,026
研究評価検討委員会運営経費 2,493 2,493 2,447 2,264法務省 




















  航空宇宙技術研究所 研究開発課題等の外部評価の実施 
  放射線医学総合研究所 研究開発課題等の外部評価の実施 
  防災科学技術研究所 研究開発課題等の外部評価の実施 
  物質・材料研究機構 研究開発課題等の外部評価の実施 
  科学技術振興機構 研究開発課題等の外部評価の実施 
  日本学術振興会 研究開発課題等の外部評価の実施 
  理化学研究所 研究開発課題等の外部評価の実施 
  宇宙航空研究開発機構 研究開発課題等の外部評価の実施 
  海洋研究開発機構 研究開発課題等の外部評価の実施 
２．所管特殊法人等による評価の実施 
  日本原子力研究所 研究評価の実施 
  理化学研究所 
  核燃料リサイクル開発機構 研究開発の外部評価 
  宇宙開発事業団 研究開発に関する評価経費 
  科学技術振興事業団 
  海洋科学技術センター 研究評価業務費 
  日本学術振興会 総合評価実施経費 
３．大学、大学共同利用機関の評価 
  大学評価・学位授与機構 分野別研究評価に必要な経費 
４．プロジェクト研究等の外部評価の実施 
  電源開発促進対策特別会計による公募型事業選定委員会 
  地球環境遠隔探査技術等の研究評価・検討委員会の開催 
５．国の研究開発の評価の総合的推進 
  研究開発の評価の現状の刊行等 
  評価推進連絡会議の開催 
  評価者・評価運営者の育成研修 
  研究評価シンポジウム 
６．専門的知見に基づく研究評価環境の整備 
７．競争的資金の評価 
  科学研究費補助金 科学研究費補助金の資料整理に係る事務
処理にのうち評価に係る経費 
審査・評価・分析経費 
  科学技術振興調整費 事前・中間・事後評価、追跡評価、制
度評価に関する経費 































































































































































小  計 42,244 79,699 80,783 76,027
１． 研究評価推進費 
1-1 政策評価に係る経費 
  1-2 独立行政法人評価委員会農業技術分科会運営経費 


































































   内) 内局分 






















小  計 695,182 1,089,283 639,821 0
 155
1．所管国立試験研究機関等による評価の実施 
   国土技術政策総合研究所（平成１６年度要求額はつくば分のみ）
   国土地理院 
   気象庁気象研究所 
   海上保安庁海洋情報部 
2．所管独立行政法人による評価の実施 
   土木研究所 
   建築研究所 
   交通安全環境研究所 
   海上技術安全研究所 
   港湾空港技術研究所 
   電子航法研究所 






















































































































小  計 14,409 14,688 10,333 10,790
 合          計 2,085,264 3,081,086 2,545,688 1,929,916
 














表 3-2-5 文部科学省一般会計・国立学校特別会計における繰越明許費指定予算の項目 
































































































表 3-2-6 経済産業省における繰越明許費指定予算の項目 





















































































情報収集衛星システム開発等に必要な経費 60,102 67,678 64,026 62,132
本省部局 




房 内閣官房小計 77,333 67,678 64,440 63,169
沖縄新大学院大学事業推進経費等（沖縄新大
学院大学推進費補助金） 
0 0 0 2,810
戦略的研究者・専門家育成支援事業 0 0 14 20本省部局 




内閣府小計 400 582 255 3,230
本省部局 研究支援無償（新技術開発分） 0 500 750 500外 
務 
省 外務省小計 0 500 750 500
施設設備整備費 0 16,958 10,178 13,506
原型炉研究開発費 0 9,716 8,940 8,921
施設操業費 0 6,817 6,738 6,697
プルトニウム燃料施設操業費 0 5,626 5,762 5,502
核燃料サイクル研究開発費、関連研究開発費
のうちその他事項 
0 6,367 5,810 5,080
地層科学研究開発費 3,667 4,644 4,928 4,996
核燃料サイクル 
開発機構 
その他 43 件 6,607 29,211 31,588 30,624
国立特殊教育総
合研究所 












0 0 2,597 2,501
地域新生コンソーシアムエネルギー研究開発
(石特）(本省分） 
0 4,317 5,658 6,057
地域新規産業創造技術開発費補助金 0 1,284 2,395 3,560
地域新生コンソーシアム研究開発（地域Ｇ） 0 2,400 2,400 3,420
新規産業創造技術開発費補助事業（石特） 1,440 2,548 2,573 2,572
中小企業地域新生コンソーシアム研究開発
(地域新生コンソーシアム研究開発事業 
4,500 2,050 2,050 1,945
本省部局 






経済産業省小計 7,168 19,623 22,292 24,805
運輸分野における公募型基礎的研究推進制度   367 353   運輸施設整備事
業団 海事技術に関する萌芽的基礎研究の推進   25 25   





省 国土交通省小計 1,711 1,917 1,651 1,223
環境調査研修所施設整備費 0 0 22 35
環境調査研修所 
国立水俣病総合研究センター施設整備費 0 0 298 292
環境研究総合推進費 0 0 0   
本省部局 




環境省小計 2,650 2,895 3,286 3,342
合計    100,350 173,394 166,861 171,736
注  ：平成 16 年度に繰越明許費指定のあった事項について記載したものである。 











表 3-2-8 外国人研究員に関連する予算の例（当初予算、 単位：百万円） 
２期  １期末 
（平成 12
年度） 平成 13 年度 平成 14 年度 平成 15 年度
日本学術振興会 外国人特別研究員   3,874   4,613   6,905   6,908 
国立学校特別会計 外国人研究員経費   －   1,120   1,369   1,332 
注  ：平成 15 年度における日本学術振興会「外国人特別研究員」は独立行政法人運営費交付金による推
計額を含む。 













表 3-2-9 世界的な研究開発拠点形成に関連する予算の例（当初予算、 単位：百万円） 
２期  １期末 
平成 12 年度 平成 13 年度 平成 14 年度 平成 15 年度 平成 16 年度
文部科学省 科学技術振興調整費の
うち戦略的研究拠点育成プログラム
－ 4,000 4,000 6,000 9,500 
文部科学省 研究拠点形成費補助金
（平成１４年度創設） 
－ － 18,211 33,395 36,739 























(平成 8～12 年度) 
２期 

































注  ：平成 16 年度は当初予算のみである。 
データ：文部科学省科学技術・学術政策局「平成 16 年度予算における科学技術関係経費」平成 16 年 
版及び各年版、同局資料、国会提出予算書をもとに三菱総合研究所作成 






































表 3-3-3 私立大学への補助金の推移 
（科学技術関係経費分のみ、当初予算＋補正予算、 単位：百万円） 








私立大学等研究設備整備費等補助 13,767 35,586 18,013
私立大学等経常費補助金 609,365 707,148 589,497
私立大学・大学院等教育研究装置施設整備費補助 50,453 0 0
私立学校教育研究装置等施設整備費補助 0 110,775 77,511
私立学校施設高度化推進事業費補助金 0 1,719 256









注  ：当初予算と補正予算の合計（ただし平成 16 年度は当初予算のみ）。 


















































注  ：当初予算と補正予算の合計（ただし平成 16 年度は当初予算のみ）。 
































































（億円） プレ１期 １期 ２期
 



























































































研究費 人件費 施設費 独法運営費交付金 その他
 
注  ：平成 13 年度以降、新たに独立行政法人運営費交付金の分類が追加されており、集計方法が異な 
る。 











図 3-3-4 国立試験研究機関、特殊法人研究機関、独立行政法人研究機関における 
研究分野別の推移（当初予算＋補正予算） 















ライフサイエンス 情報通信 環境 ナノテク・材料 エネルギー 製造技術
社会基盤 フロンティア 人文社会 その他・
理学的研究
分類不能




注１ ：平成 12 年度までと平成 13 年度からは集計方法が異なる。 
注２ ：分野分類については解説編 4.2 を参照。 
注３ ：競争的資金を除く。 









図 3-3-5 公設試験研究機関の予算額の推移 




















































商工系 食品加工系 農林水産系 環境系 保健衛生・医療系 建築・土木系 その他
H12最終 H13最終 H14最終 H15当初
(億円）
 
















































































































































































注  ：平成 14 年度の国立学校特別会計の補正後予算額は 2.9 兆円であるが、前年度繰越額 0.4 兆円と合
わせて平成 14 年度の歳出予算現額は 3.3 兆円となる（うち国立大学 2.8 兆円、高専・大学共同利用
機関・その他経費 0.6 兆円（四捨五入により合計は一致しない））。なお、同年度決算での支出済歳



















図 3-4-2 国立学校特別会計と国の科学技術関係経費との関係 




























































国立学校（大学院・学部等） １兆６，０２２億円 ６，５３８億円 
大学附属病院 ６，２３２億円 ４０５億円 
研究所 １，７８１億円 １，７０５億円 
産学連携等研究費 １，１３９億円 １，１３９億円 
施設整備費 １，５２５億円 ７７３億円 
沖縄国立高等専門学校施設整備費 ６７億円 ３３億円 
特別施設整備費 １７４億円 ８５億円 
船舶建造費 ６億円 ３億円 
特別施設整備資金へ繰入 ９億円 － 
国債整理基金特別会計へ繰入 １，０８４億円 － 
予備費 ５億円 － 
合計 ２兆８，０４５億円 １兆 ６８１億円 
（左記の３８.１％） 































平成12年度 2,590,154   548,359   313,338   3,839      65,807    57,618    988,962      1,601,192  
平成13年度 2,793,820   566,010   326,167   8,044      59,810    62,660    1,022,691   1,771,129  
平成14年度 2,755,629   583,546   329,509 13,363  77,458  65,889  1,069,764   1,685,865  
平成12年度 100.0% 21.2% 12.1% 0.1% 2.5% 2.2% 38.2% 61.8%
平成13年度 100.0% 20.3% 11.7% 0.3% 2.1% 2.2% 36.6% 63.4%






























H3年度 H4年度平成5年度H6年度 H7年度 H8年度 H9年度 H10年度H11年度H12年度H13年度H14年度H15年度H16年度
当初予算 補正予算
（億円） プレ1期 1期 2期
 
注１ ：国立大学等には附置研及び大学共同利用機関、大学院学部等を含む。 
注２ ：平成 16 年度は当初予算のみである。 












表 3-4-3 国立大学等の科学技術関係経費の推移（当初予算＋補正予算） 
 プレ 1 期 
(平成 3～7 年度) 
1 期 
(平成 8～12 年度) 
2 期 
(平成 13～16 年度当初) 
総 額 ４兆６,９３２億円 ５兆４,９２５億円 ４兆７,１９５億円 
研究費 ７,７６９億円 １兆  ８８４億円 ６,８８１億円 
人件費 １兆８,８７１億円 ２兆１,３５４億円 １兆３,５２２億円 




－ － ９,６９３億円 
 
その他 ９,６２５億円 １兆１,４７５億円 ８,６６９億円 
年度平均 
 ９,３８６億円 １兆 ９８５億円 １兆１,７９９億円 
注１ ：平成 16 年度は当初予算のみである。 
注２ ：平成 16 年度の国立大学の使途別内訳は、国立大学法人運営費交付金及び前年度の使途別割合を 
基に算出した推計値 
データ：文部科学省科学技術・学術政策局「平成 16 年度予算における科学技術関係経費」平成 16 年版
及び各年版、同局資料、同局補正予算資料、国会提出予算書をもとに集計 
 
図 3-4-4 国立大学等の使途別予算の推移 
 
注  ：平成 16 年度は当初予算のみである。 
データ：文部科学省科学技術・学術政策局「平成 16 年度予算における科学技術関係経費」平成 
16 年版及び各年版、同局資料により作成 






















































表 3-4-4 科学技術関係経費における国立大学等予算の概要（平成１５年度当初予算） 




加速器科学研究分野   １５７億円 
宇宙科学研究分野     ５８億円 
核融合研究分野      ５６億円 
天文学研究分野      ５２億円 
特別経費のうち 
国立情報学研究所     ６８億円 
国立極地研究所      １５億円 




教育研究特別経費     １２９億円 
高度先進医療開発経費    １４億円 
患者医療費         １１億円 
研究費 
 
産学連携等研究費             １１３９億円 








電子計算機経費      １７３億円 
教育研究基盤校費     １５３億円 
付属施設経費        ６９億円 
研究設備維持運営費     ５５億円 
特殊施設維持管理費     ３７億円 
研究支援体制充実費     ２２億円 






教官研究費     １，２８０億円 
（教育研究基盤校費） 
付属施設経費      ４２７億円 
教育研究施設管理経費   ８１億円 
運営事務費        ７１億円 
＜附属病院分＞ 
 教育研究基盤校費     ６９億円 
 学用患者経費       ６１億円 
注  ：国立大学等とは、国立大学（附属病院、附置研究所を含む）、国立高等専門学校、大学共同利用機
関が含まれる。 





































































































全体         245億円
産学連携　 641億円
奨学寄付金116億円




















































































































































































注  ：有効回答 12 大学が対象。 
注  ：予算外の人件費の比率＝予算外の人件費／実態上の人件費 
データ：科学技術政策研究所、三菱総合研究所「国立大学の科学技術に関わる予算・経費に関する大学事

































H11年度 H12年度 H13年度 H14年度 H15年度
 
注  ：実態上の RA 経費は機関把握分である。 
データ：科学技術政策研究所、三菱総合研究所「国立大学の科学技術に関わる予算・経費に関する大学   






















注  ：実態上の RA 経費は機関把握分である。 
注  ：図 3-4-8 のＡ大学、Ｂ大学、Ｅ大学における予算上のＲＡ経費及び実態上のＲＡ人件費の平均値
の推移。 
データ：科学技術政策研究所、三菱総合研究所「国立大学の科学技術に関わる予算・経費に関する大学   






























大学数  部局別内訳 
２２１部局中６０部局 
本部事務局 学部研究科・附置研究所等 １２大学中９大学  
２部局 ５８部局 
９３事例  ４事例 ８９事例 
 
データ：科学技術政策研究所、三菱総合研究所「国立大学の科学技術に関わる予算・経費に関する事例調



















  施設・・・１事例 









































































































































    





















































































































































タ、平成 8～12 年度については平成 8年度データ、平成 13 年度以降は平成 13 年データ、平成




















































































































































































平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度
共同研究 65 94 112 158 176
受託研究 454 509 351 407 610
奨学寄附金 460 497 552 579 556
共同研究 3,129 4,029 5,264 6,767 6,986
受託研究 5,898 6,168 5,701 6,584 6,986


























(平成 8～12 年度) 
２期 
(平成 13～16 年度) 
総 額 ３,３９１億円 ６,４８８億円 １兆  ８３６億円 
年度平均 ６７８億円 １,２９７億円 ２,７０９億円 
注  ：平成 12 年度以前と平成 13 年度以降では集計方法が異なる。 



















注 ：平成 16 年度は当初予算のみ。 
データ：文部科学省科学技術・学術政策局「平成 16 年度予算における科学技術関係経費」平













(平成 12 年度) 
２期計画中間年 





２５２億円 １,０４２億円 １,３０５億円 １,３９１億円
産学連携を条件とするもの ９０億円 ２６１億円 ２２８億円 ２５５億円
 
官民を問わないもの １６２億円 ７８１億円 １,０７７億円 １,１３６億円
注１：平成 7 年度の共同研究経費は実績金額、平成 7 年度と 16 年度は予算金額である。 
注２：競争的資金については各制度の中のプログラム単位で集計した。 









表 3-5-3 １期中の産業技術力強化・産学官連携推進にかかる主な事業 
（当初予算、 単位：百万円） 








環境庁 本庁 地球環境研究総合推進費 10,450 13,200













  受託研究経費（平成１０年度以降は産学連携等研究費） 71,157 81,568






農林水産省 本省 農林水産業・食品産業等先端産業技術開発事業費補助金 － 6,912
    農林水産新産業技術開発事業費補助金 － 1,883
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    食品容器包装リサイクル高度化技術の開発費 － 308
    地域産学官連携技術開発事業費 － 104
    フードシステム連携強化・循環推進技術確立事業費 － 285
    産学官連携技術開発中央支援事業費 － 51
    食品中の微量物質制御等安全性確保技術の開発事業費 － 441
    食品産業再生・新事業創出技術開発事業 － 350
    住環境等向上成分利用促進事業費 － 222
    人に優しい木質資材公共利用促進技術開発事業 － 60
    木材利用革新的技術開発促進事業 － 73
    地域特産農作物用機械開発促進事業 － 324
    高機能種苗生産・流通システム確立促進事業 － 253





通商産業省 本省 重要地域技術研究開発制度 6,814 27,953
    新規産業創造技術開発支援制度 － 27,337
    国際産学官連携推進施設土地借料 － 152
地域産業集積活性化対策事業費補助金 － 2,341   
  
   
  地域産業集積活性化対策施設費補助金 － 9,664
    産学連携推進費補助金 － 54
    大学等技術移転促進費補助金 － 820
   ものづくり人材支援基盤整備事業 － 1,127
    バイオインフォマティクス知的基盤整備（基礎局） － 485




     電源地域産業集積活性化対策事業 － 7,549
    産学官連携推進体制の整備拡充 － 229
    産学官連携型競争特研 － 889
     官民連携共同研究 1,400 924
  工業技術院 国立研究所における中小企業支援型研究開発 － 600
    中小企業関連情報流通円滑化事業 － 589






注  ：事業名から産学官連携に関連すると判断できる事業、平成 13 年度以降の予算集計において産学官
連携として分類されている事業を集計対象としている。 





















表 3-5-4 ２期中の産業技術力強化・産学官連携推進にかかる主な事業 
（平成１２～１６年度当初予算、 単位：百万円） 
１期 ２期 














2,807 3,115 3,046 3,218 ―




小計１  121,317 132,491 159,477 175,416 ―
文部科学省 独創的革新技術開発研究の推進 ― ― 5,277 3,562 2,366
環境省 地球環境研究総合推進費 2,650 2,650 2,895 2,965 3,015




― ― 1,808 1,973 3,000 







小計１  9,264 12,676 18,070 16,123 15,573
基盤技術研究促進事業費 ― 13,000 10,700 10,500 ―
地域新生コンソーシアム研究開
発（旧制度含む） 
2,940 3,450 ― ― ―本省 
新規産業創造技術開発補助事業 2,480 1,440 2,548 2,573 2,572
旧中小企業
総合事業団 






― ― ― 2,597 2,501
その他 52 事業（平成 16 年度） 47,328 64,029 109,991 92,238 60,001
経済産業
省 
小計１  52,748 81,919 123,239 111,102 68,116
地域科学技術振興に関する事業
に必要な経費 
― ― 8,568 10,053 12,466
大学知的財産本部整備事業 ― ― 0 2,415 2,550
重点地域研究開発推進事業費 ― ― 3,111 1,402 ―
本省 
産学官連携支援事業の推進 ― ― 885 1,356 1.350
旧科学技術
振興事業団 










その他 14 事業（平成 16 年度） 15,384 19,136 24,968 13,209 6,971
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 小計１  20,980 25,724 43,317 31,280 23,337
農林水産業・食品産業等先端産
業技術開発事業費補助金 




― ― ― 322 ―
出資事業 1,300 1,700 1,500 1,000 ―




構 次世代農業機械等緊急開発事業 1,190 1,215 1,074 350 ―
その他 17 事業（平成 16 年度） 4,369 5,294 3,142 2,214 1,761
農林水産
省 
小計１  9,395 10,844 7,640 4,763 2,136
自然共生型国土基盤整備技術の
開発 
― ― 330 323 294
シックハウス対策技術の開発 ― 242 267 272 ―本省 
海域地理情報システム（ＧＩＳ）
基盤情報の整備 
382 539 448 253 156
その他 14 事業（平成 16 年度） 1,882 1,008 992 980 1,192
国土交通
省 




10 事業（平成 16 年度） 558 7,824 1,226 1,426 1,552






注５ ：旧科学技術振興事業団、旧生物系特定産業技術研究推進機構等については、平成 15 年度は上半期
の予算のみ集計。 
データ：文部科学省科学技術・学術政策局「平成 16 年度予算における科学技術関係経費」平成 16























(平成 8～12 年度) 
２期 
(平成 13～16 年度) 
総 額 ４５９億円 １,９３６億円 ２,６８４億円 
年度平均 ９２億円 ３８７億円 ６７１億円 
注 ：平成 12 年度以前と平成 13 年度以降では集計方法が異なる。 
データ：文部科学省科学技術・学術政策局「平成 16 年度予算における科学技術関係経費」平成 16
年版及び各年版より作成 
 






































（億円） プレ１期 １期 ２期
 
注  ：平成 12 年度以前と平成 13 年度以降では集計方法が異なる。 












表 3-6-2 １期中の地域における科学技術振興に関わる主要な事業 
（当初予算、 単位：百万円） 
















理化学研究所 フロンティア研究の地域展開 4,272 7,137
科学技術庁 

























































郵政省 通信・放送機構 地域提案型研究開発制度 － 1,440
合計     45,888 193,599





























総務省 情報通信研究開発推進委託費 ― ― 1,350 2,250 3,033
農林水産省 先端技術を活用した農林水産研究高度化事業 ― ― 1,808 1,973 3,000
農林水産省 新事業創出研究開発事業 1,100 1,455 1,591 745 ―
総務省 地域提案型研究開発制度 240 280 360 200 ―
その他 19 事業（平成 16 年度） 794 812 0 199 300
競争的資金のうち地域振興
関連予算 
小計１  2,134 2,547 5,109 5,367 6,333
経済産業省 新事業創出賃貸事業施設整備事業 ― ― 2,300 2,300 2,300
経済産業省 地域振興整備公団出資金 ― ― 1,800 2,000 ―
文部科学省 地域先導科学技術基盤施設整備に必要な経費 ― 2,200 1,249 500 400
その他 4事業（平成 16 年度） 3,013 1,635 2,230 2,954 3,415
施設費における地域振興関
連予算 






2,940 3,450 8,767 10,108 11,422
地域新規産業創造技術開発費補助金 ― ― 1,284 2,395 3,560
地域省エネルギー普及促進対策事業 ― ― ― ― 2,810
中小企業・ベンチャー挑戦支援事業 ― ― ― ― 2,565
新規産業創造技術開発費補助事業 2,480 1,440 2,548 2,573 2,572
本省 
地域新産業創出総合支援事業 ― ― 2,490 1,730 1,195
中小企業庁 創造技術研究開発事業 ― 4,781 2,919 3,022 3,022
その他 18 事業（平成 16 年度） 8,574 14,711 14,731 10,392 7,294
経済産業省 
小計１  13,994 24,382 32,739 30,220 34,440
地域科学技術振興に関する事業に必要な経費 ― ― 8,568 10,053 12,466
本省 
電源地域振興促進事業費補助金 1,800 2,100 2,100 2,100 2,100
結集型共同研究 5,596 6,589 5,785 2,845 ―
重点地域研究開発推進事業費 ― 1,065 3,111 1,402 ―
旧科学技術振
興事業団 
研究成果育成拠点支援 786 868 734 313 ―
その他 9事業（平成 16 年度） 2,861 2,728 2,207 1,222 868
文部科学省 
小計１  11,044 13,350 22,505 17,935 15,434
農林水産バイオリサイクル研究 ― 495 600 800 1,260
アグリバイオ実用化・産業化研究 ― ― ― ― 1,004
指定試験委託事業費 1,167 1,148 1,147 1,136 1,079
「ブランド・ニッポン」加工食品供給促進技術
開発 




― ― ― 60 48
その他 3事業（平成 16 年度） 3,018 2,553 1,664 1,554 224
農林水産省 




















16 事業（平成 16 年度） 195 4,691 2,584 4,622 5,700
合計 34,565 53,001 73,927 69,603 71,871
注  ：旧科学技術振興事業団、新エネルギー・産業技術総合開発機構等については、平成 15 年度は上半
期の予算のみ集計。 


































①総合的推進 ３ ２５ ３８ ３３ ５０ 
②公設試験研究機関 ３,９５１ ３,５９８ ２,５５９ ２,０９９ １,９６２ 
③高等教育機関 ２,９８７ ２,６１６ ９０４ ９２５ ８８４ 
④医療機関 ２０３ １８３ １４６ １７２ １７５ 
⑤財団・３セク ３８３ ３４７ ５０７ ４４０ ４８０ 
⑥研究交流 ９８ ９０ ５６ ４９ ５９２ 
⑦企業支援 ４６０ ４８５ ５７９ ５２４ ３６３ 
⑧情報整備 ２３ ３１ ３６ ５７ ３８３ 
⑨人材育成 ２３ ４２ １７ １３ ８５ 
⑩教育普及 PR ５３３ ６３０ ３９１ ４２８ ３８０ 
⑪国際交流 １６ ２９ ２７ １６ １６３ 
⑫その他 ５７ ６０ １１６ １４２ ５７ 



























表 3-7-2 １期中の人材の養成等にかかる主な事業（当初予算、単位：百万円） 
 




科学技術庁 本庁 科学技術者の資質向上 6,508 9,283
  中核的研究拠点（COE）育成制度 － 3,600
  省際基礎研究 1,200 －
  科学技術特別研究員の受け入れ － 1,038
 科学技術振興事業団 STA フェローシップ － 14,450
  戦略的基礎研究推進事業 － 2,154
  特別重要研究推進事業 － 2,312
  科学技術特別研究員事業 5,159 10,224
  創造科学技術推進制度 5,730 －
 理化学研究所 基礎科学特別研究員制度 3,488 9,931
文部省 本省 在外研究員旅費等 280 292
 国立大学等 在外研究員旅費 9,261 9,564





  ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー － 11,779
  研究支援体制充実経費 － 5,031
  農場経費 3,156 3,029
  演習林経費 4,721 4,390
  実習船経費 4,376 3,912
厚生省 本省 リサーチレジデント制度 － 540
農林水産省 本省 流動研究員制度 115 95
通商産業省 本省 ものづくり人材支援基盤整備事業 － 1,127
  国際エネルギー使用合理化等対策事業費補助金 － 3,715





運輸省 本省 航空保安大学校教官研究経費 512 525
郵政省 通信・放送機構 先導的研究開発 18 13,224
労働省 産業医学総合研究所 流動研究員制度 20 16
環境庁 国立環境研究所 客員研究員招聘経費 151 114









表 3-7-3 ２期中の人材の養成等にかかる主な事業 
（平成１２～１６年度当初予算、単位：百万円） 
 




















－ － 2,490 1,730 1,195
国際エネルギー使用合理化等対策事
業費補助金 
736 736 736 743 638資源エネル
ギー庁 







－ 560 560 560 560




－ － － 22 51
国立感染症
研究所 







－ － 45 45 －
日本学術振
興会 
特別研究員費 12,898 13,548 15,788 14,616 14,419
日本学術振
興会 







5,543 5,228 4,010 1,774 －
旧科学技術
振興事業団 








2,807 3,115 3,046 3,218 －
国立学校 研究支援体制充実経費 3,188 3,340 3,145 3,084 －
国立大学 
研究所 研究支援体制充実経費 1,816 1,842 2,245 2,201 －
注１ ：旧科学技術振興事業団の平成 15 年度下半期及び平成 16 年度は推計値。 
注２ ：日本学術振興会の平成 15 年度下半期及び平成 16 年度は独法運営費交付金の内数で、文部科学省に
よる推計額。特別研究員費には博士課程学生向け対象分も含む。 

















表 3-8-2 １期中の理解増進に関わる主な事業（当初予算、単位：百万円） 
 






















農林水産省 本省 つくばリサーチギャラリーの運営 180
通商産業省  本省  産業技術の理解増進事業 154
建設省 本省 地図と測量の科学館 145









表 3-8-3 ２期中の理解増進に関わる主な事業 
（平成１２～１６年度当初予算、単位：百万円） 
１期 ２期 












日本科学未来館事業・施設・普及費 1,392 4,192 3,460 3,085 2,978
本省 学校教育設備整備費等補助金 ― 1,781 1,500 1,350 1,283










― 1,383 966 740 635
先進的新エネルギー・省エネルギー技術
導入アドバイザリー事業 
700 700 600 400 ―経済産業省 
 
新 エ ネ ル ギ
ー・産業技術
総合開発機構 産業技術研究開発成果普及事業費 45 41 33 13 ―
本府 原子力安全確保総合調査 ― ― 357 293 302













― 100 100 106 63
本省 「みんなで考えるバイテク」推進事業 ― ― ― 100 85
本省 つくばリサーチギャラリーの運営 ― 49 48 46 45農林水産省 
本省 木材製品化学物質放散性能調査事業費 ― 424 ― 28 25
注１ ：平成 15 年度下半期以降の旧科学技術振興事業団の予算は、運営費交付金の内数であり、文部科学
省による推計値である。 
注２ ：新エネルギー・産業技術総合開発機構等については、平成 15 年度は上半期の予算のみ集計。 












表 3-9-1 科学技術に関する倫理と社会的責任に関する事業の例 
内閣府 
生命倫理に関する社会のコンセンサス作り    平成１４年度 １６.６百万円 
                        平成１５年度 １１.７百万円 
                        平成１６年度  ８.５百万円 
経済産業省  
バイオ事業化に伴う生命倫理問題等に関する研究  平成１４年度 ４２.０百万円 
                        平成１５年度 ４２.０百万円 
                        平成１６年度 ４０.０百万円 









































国立大学等 １兆 ６６６億円 １兆１,２１２億円 ８,４３０億円
公私立大学 ６７５億円 １,５１６億円 ９７８億円





























































注  ：科学技術関係経費に含まれる施設費は以下から構成される。 
    ・国立試験研究機関及び特殊法人・独立行政法人研究機関の研究施設 
    ・大学施設（国立大学の施設費（法人化後は施設整備費補助金）と公私立大学への施設整備補助金
の一定割合が科学技術関係経費に登録されている） 
    ・本省部局予算により整備する施設 
    ・特殊法人研究運営管理機関（例：科学技術振興機構が整備する研究成果活用プラザ） 






















(平成 8～12 年度) 
２期 
(平成 13～16 年度) 
総 額 ６７億円 １５１億円 ２,９５４億円 
年度平均 １３億円 ３０億円 ７３８億円 
注１ ：平成 12 年度以前と平成 13 年度以降では集計方法が異なる。 
注２ ：平成 16 年度は当初予算のみ。 
注３ ：2期において独法化した機関の予算はこの外数。 
データ：文部科学省科学技術・学術政策局「平成 16 年度予算における科学技術関係経費」 






表 3-10-3 １期中の研究支援の充実にかかる主な事業（当初予算、単位：百万円） 




科学技術庁 本庁 特定放射光施設の共用の促進に必要な経費 129 2,073


















研究企画支援システムの開発に要する経費 － 648農林水産省 
  
本省 
  研究企画支援システムの開発に要する経費 － 5
郵政省 通信・放送機構 産学連携支援・若手研究者支援型研究開発制度 － 100
合計     6,769 15,128















表 3-10-4 ２期中の研究支援の充実にかかる主な事業 
（平成１２～１６年度当初予算、単位：百万円） 



















― ― ― 60 48
その他 5 事業（平成 16 年度） ― 15 5,475 2,908 2,838
本省部局にお
ける関連予算 
小計１  585 612 24,264 37,021 40,308
国立感染症研
究所 





185 184 180 178 178
国立医薬品食
品衛生研究所 
競争的研究事務経費 ― 59 88 90 88
国立医薬品食
品衛生研究所 
薬用植物栽培試験場運営費 98 96 82 81 81
国立感染症研
究所 
生物安全対策費 64 64 63 62 62
その他 9 事業（平成 16 年度） 38 175 185 166 153
国研における
関連予算 




5,648 6,075 2,452 499 ―
理化学研究所 放射光研究推進費 7,341 7,220 5,853 2,405 ―
新 エ ネ ル ギ
・ー産業技術総
合開発機構 
産業技術実用化開発補助事業 1,295 2,440 2,700 1,678 ―
旧科学技術振
興事業団 
重点研究支援協力員派遣事業費 2,522 3,177 3,316 1,311 ―
理化学研究所 発生・再生研究における研究推進費 1,971 3,261 730 381 ―
その他 3 事業（平成 16 年度） 11,951 17,355 24,991 16,121 739




小計１  30,728 39,528 40,042 22,395 739
国立学校 研究支援体制充実経費 3,188 3,340 3,145 3,084 ―国立大学等に
おける関連予
研究所 研究支援体制充実経費 1,816 1,842 2,245 2,201 ―
 
213
研究所 研究特別設備費 215 215 1,692 1,949 ―
国立学校 研究基盤支援促進設備 ― ― 1,524 1,372 ―
研究所 講師等経費 347 377 408 428 ―
その他 0 事業（平成 16 年度） 23,160 22,314 20,365 19,611 ―
算 
小計１  28,726 28,088 29,379 28,645 ―
合計 60,947 69,324 94,787 89,141 42,112
注１ ：旧科学技術振興事業団、新エネルギー・産業技術総合開発機構等については、平成 15 年度は上半
期の予算のみ集計。 
注２ ：２期において独法化した機関の予算はこの外数。 




















(平成 8～12 年度) 
２期 
(平成 13～16 年度) 
総 額 ３７億円 ４３８億円 ８１５億円 
年度平均  ７億円  ８８億円 ２０４億円 
注１ ：平成 12 年度以前と平成 13 年度以降では集計方法が異なる。 
注２ ：２期において独法化した機関の予算はこの外数。 
データ：文部科学省科学技術・学術政策局「平成 16 年度予算における科学技術関係経費」 










表 3-10-6 １期中の知的基盤整備関連に関わる主な事業（当初予算、単位：百万円） 






























ＤＮＡ解析に関する基礎的研究基盤の整備 76 683製品評価センター  
 計量標準・適合性評価基盤の整備 － 471







特許庁 特許微生物寄託センター経費 126 3,051




 知的基盤創成・利用促進研究開発 － 2,792
郵政省 通信総合研究所 標準電波施設整備 － 1,519
建設省 本省 建築行政高度情報化推進検討 － 36
計 3,653 43,754




























文部科学省 ナショナルバイオリソースプロジェクト ― ― 4,439 4,000 1,672
経済産業省 タンパク質機能解析技術開発等 1,340 2,350 2,257 1,500 ―
経済産業省 生体高分子立体構造情報解析 ― ― 1,955 875 ―
経済産業省 バイオインフォマティクス知的基盤整備 485 540 928 780 775
特許庁 特許微生物寄託センター経費 566 556 546 546 407
その他 2事業（平成 16 年度） 7,792 5,835 2,415 1,042 66
ライフサイエンス
分野 
小計１  10,183 9,281 12,540 8,743 2,920
新エネルギー・産業
技術総合開発機構 
計量器校正情報システム技術開発 ― 150 200 150 ―
旧科学技術振興事
業団 





― ― 14 40 ―
その他 1事業（平成 16 年度） 3,340 2,740 359 17 17
情報分野 
小計１  3,340 3,188 776 276 17
経済産業省 環境ホルモン効果に関する評価・試験法の開発 370 370 370 413 376
経済産業省 高生産量化学物質の有害性評価 148 148 148 126 115
環境省 環境タイムカプセル化事業 ― ― 116 115 115
経済産業省 残留性有機汚染物質対策 ― ― 100 85 85
経済産業省 化学物質安全確保対策 253 69 69 21 28
その他 5事業（平成 16 年度） 122 781 115 161 225
環境分野 




― ― 3,777 2,908 2,803
ナノ・材料分野 





― 730 1,561 4,927 ―
文部科学省 地球深部探査船運用業務費 204 747 1,843 1,380 ―




― ― 326 362 350
理化学研究所 特許権費 191 197 420 342 ―
国立学校 実験動物経費 121 121 275 275 ―
その他 3事業（平成 16 年度） 5,303 3,939 2,282 2,703 2,615
その他の分野で主
なもの 
小計１  5,819 7,512 7,863 10,921 3,852
合計 20,234 21,349 25,874 23,769 10,537
注１ ：旧科学技術振興事業団、新エネルギー・産業技術総合開発機構等については、平成 15 年度は上半
期の予算のみ集計。 
注２ ：２期において独法化した機関の予算はこの外数。 










表 3-10-8 知的財産権制度の充実に関わる主な事業 
（原則として平成１６年度当初予算を掲載、単位：百万円） 
担当省庁・機関名 事業名 期 間 予算額 
内閣府 知的財産戦略の評価・推進 平成 16 年度 14
文部科学省 大学知的財産権本部整備事業 平成 16 年度 2,550
海洋科学技術センター  工業所有権管理費 平成 16 年度 5








平成 13 年度 
平成 16 年度 
平成 16 年度 
平成 16 年度 
平成 16 年度 







注  ：独法化した機関の予算はこの外数。 









表 3-10-9 国際標準化活動に関わる主な事業 
（原則として平成１６年度当初予算の予算を掲載、単位：百万円） 
担当省庁・機関名 事業名 期 間 予算額 
経済産業省 基準認証研究開発事業 平成 16 年度 640
新規産業支援型国際標準開発事業 平成 12 年度 941新エネルギー・産業技
術総合開発機構 国際標準創成国際共同研究開発事業 平成 15 年度 43
旧通信・放送機構 国際標準実現型研究開発制度 平成 15 年度 120
国土技術政策研究所 建築基準等の国際標準対応に関する研究 平成 16 年度 6
注１ ：平成 15 年度の新エネルギー・産業技術総合開発機構の予算は上半期の予算のみ集計。 
注２ ：独法化した機関の予算はこの外数。 




















(平成 8～12 年度) 
２期 
(平成 13～16 年度) 
総 額 ７７０億円 １,５１３億円 ２,２６２億円 
年度平均 １５４億円 ３０２億円 ５６６億円 
注１ ：平成 12 年度以前と平成 13 年度以降では集計方法が異なる。 
注２ ：独法化した機関の予算はこの外数。 
データ：文部科学省科学技術・学術政策局「平成 16 年度予算における科学技術関係経費」 









表 3-10-11 １期中の研究情報基盤にかかる主な事業（当初予算、百万円） 





国会  国立国会図書館科学技術情報の基盤整備 － 315









  科学技術情報流通高度化 23 4
航空宇宙技術研究所 研究情報ネットワークの整備 － 16
ＳＴＡネットワークの整備 6 4金属材料技術研究所 












  防災科学技術研究所 研究情報ネットワークの整備 － 22
 
218
無機材料技術研究所 研究情報ネットワークの整備 － 20
科学技術政策研究所 科学技術政策研究に関する情報処理システムの整備 225 176















































































































国立公衆衛生院 研究情報ネットワークシステム整備費 － 20
国立感染症研究所 研究情報ネットワークシステム整備費 － 112





















































































環境情報提供システム等の開発のための調査研究 － 21本省 










消防研究所 電子計算機借料 － 4
地球地図整備 38 122
地図の電子出版技術の開発に関する研究 10 －






  国土に関する地理情報の整備 － 9,034







  建築研究所 電子計算機借料 － 64
合計     77,009 151,362


























文部科学省 「ｅサイエンス」実現プロジェクト ― ― 1,991 1,504 752
日本原子力
研究所 














― ― ― 540 500
その他 11 事業（平成 16 年度） 6,935 8,425 3,030 2,209 1,778
研究費として分類
されている予算 
小計１  11,496 12,984 7,141 7,043 4,711
旧科学技術
振興事業団 





― ― 2,490 1,730 1,195
旧科学技術
振興事業団 




1,514 1,419 1,418 1,413 1,412
海洋科学技
術センター 
地球変動情報基盤の整備・推進 ― 1,480 1,549 1,372 ―




小計１  35,319 44,680 44,321 27,378 16,964
研究所 電子計算機経費 18,167 18,319 18,056 17,347 ―
国立学校 図書館経費 959 996 1,056 1,067 ―
研究所 データベース作成等経費 887 856 448 471 ―
国立学校 図書館設備費 646 677 526 470 ―
研究所 共同利用機関研究特別経費 ― 99 82 82 ―









小計１  21,005 21,241 20,250 19,518 ―
合計 67,820 78,905 71,712 53,939 21,675
注１ ：旧科学技術振興事業団等については、平成 15 年度は上半期の予算のみ集計。 
注２ ：独法化した機関の予算はこの外数。 
















表 3-10-13 ものづくりの基盤整備にかかる主な事業 
（平成１２～１６年度、当初予算、単位：百万円） 
１期 ２期 












失敗知識データベースの整備 － － 203 69 －
旧科学技術振興事
業団 
技術者の能力開発・再教育のための情報提供 － 219 200 32 －
文部科学省 「ものづくり」人材の育成・確保の推進 － 26 26 34 32
新エネルギー・産業
技術総合開発機構 





デジタルマイスター技術開発 － 2,645 1,286 850 －
経済産業省 産業技術人材インターンシップ推進支援事業 － 265 265 232 －








－ 10 10 10 9
注１ ：科学技術振興機構、新エネルギー・産業技術総合開発機構等の平成 15 年度は上半期の予算のみ集
計。 
注２ ：独法化した機関の予算はこの外数。 


















表 3-10-14 学協会の活動の促進にかかる主な事業 
（平成１２～１６年度、当初予算、単位：百万円） 
１期 ２期 










文部科学省 科学研究費補助金のうち研究成果公開促進費 3,340 3,382 3,382 3,382 3,382
旧科学技術振興事
業団 
科学技術情報発信・流通総合システム（J-STAGE） － － － 413 －
注１ ：旧科学技術振興事業団の平成 15 年度は上半期の予算のみ。金額は同機構パンフレットによる。 
注２ ：独法化した機関の予算はこの外数。 









  １期計画において国際化関連の事業は、科学技術基本計画の「第２章 Ⅵ．国際的な交
流等の促進」に位置づけられており、以下の３項目から構成されている。 
   ①主導的・主体的な国際共同研究開発の推進 
   ②開発途上国等との科学技術協力の拡充 
   ③国際的な科学技術活動の強化のための環境の整備 
  ２期計画では、科学技術基本計画の「第３章 科学技術活動の国際化の推進」として重
要政策項目の一つとして位置づけられており、以下の３項目から構成されている。 
   ①主体的な国際協力活動の展開 
   ②国際的な情報発信力の強化 























































































データ：科学技術庁科学技術政策局「平成 12 年度予算における科学技術関係経費」平成 12 年 3 月 
及び各年版をもとに三菱総合研究所において集計 
 
表 4-2-1 １期計画中の国際的な交流等の促進にかかる予算の内訳（単位：百万円） 
プレ１期 １期  
平成３年度 平成７年度 平成８年度 平成１２年度 
国際共同研究開発の推進 6,589 8,532 11,923 12,985
国際機関等を通じた研究協力等
の推進 5,302 7,807 8,405 7,350
科学技術協力の拡充 3,188 8,373 17,513 23,977
海外との研究者交流の促進 4,412 6,298 7,706 7,516
その他 495 1,371 1,256 3,129
合計 19,985 32,381 46,804 54,957
注  ：複数の分類にまたがる事業については重複計上を避け、集計を行った。 



































小計  8,532 11,923 12,985
外務省 国際農業研究協議グループ拠出金 4,002 4,169 3,919
環境庁 地球環境戦略研究機関関係経費 0 0 500
外務省 経済協力開発機構国際エネルギー機関分担金 595 641 492
文部省 国際深海掘削計画分担金 289 286 310
 その他  2,921 3,309 2,129
国際機関等を通じた研究協力等の推進
 
小計  7,807 8,405 7,350
通商産業省 国際エネルギー使用合理化等対策事業費補助金 0 5,700 12,697





農林水産省 国際農林水産業研究推進に要する経費 984 1,035 1,092
 その他  5,565 8,999 5,792
科学技術協力の拡充
 小計  8,373 17,513 23,977
科学技術振興事業団 研究者国際交流（STA フェローシップ制度） 0 2,553 3,163
環境庁 地球環境研究総合推進費 2,450 2,600 2,650
科学技術庁 外国の研究者の受け入れ 0 421 714
科学技術庁 一般研究公務員等の海外派遣 328 333 347
 その他  3,520 1,799 642
海外との研究者交流の促進
 
小計  6,298 7,706 7,516
その他  1,371 1,256 3,129
合 計  32,381 46,804 54,957








  ・特許、標準化等における国際的基準の策定 





























項 目 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度
主体的な国際協力活動の展開 27,467 21,780 22,414 22,607
国際的な情報発信力の強化 830 903 702 235
国内の研究環境の国際化 16,497 16,033 8,300 825
その他 24,726 20,161 37,084 46,259
合計 69,520 58,877 68,500 69,926
注  ：平成 15 年度下半期から日本学術振興会、旧科学技術振興事業団、新エネルギー・産業技術総
合開発が独立行政法人化した。これら機関の平成 15 年度下半期以降の予算は運営費交付金の
内数となるため、ここでは集計に含めていない。 































外務省 国際原子力機関分担金 4,411 4,086 4,326 5,123 5,846
日本原子力
研究所 






2,359 2,404 2,415 2,415 2,179
外務省 国際原子力機関拠出金 1,604 1,652 1,724 1,728 1,535
外務省 国際農業研究協議グループ拠出金 3,918 3,620 1,889 1,541 1,387




0 570 585 1,200 757
その他 ９０事業（平成１６年度） 15,462 13,566 9,423 8,990 7,274
主体的な国際協力活動の展開
 
小計 29,323 27,467 21,780 22,414 22,607
文部科学省 国際シンポジウム開催経費 384 384 384 384 0
旧科学技術
振興事業団 
研究情報国際流通促進事業 0 0 0 130 *内数
内閣府 国際フォーラムの開催 0 0 0 7 81
経済社会総
合研究所 
国際フォーラムの開催 0 0 87 86 67
国立教育政
策研究所 
国際教育協力活動経費 0 0 33 32 32
その他 ７事業（平成１６年度） 422 446 399 63 55
国際的な情報発信力の強化
 小計 806 830 903 702 235
日本学術振
興会 
外国人特別研究員費 3,875 4,613 6,905 3,468 *内数
文部科学省 国立学校外国人研究員経費 0 1.120 1,369 1,333 *内数
若手研究者海外派遣事業費 1,160 1,160 1,555 760 *内数
協力事業費 1,577 1,700 1,719 706 *内数
日本学術振
興会 
研究者交流事業費 645 960 1,266 567 *内数
日本原子力
研究所 
原研リサーチフェロー費 189 252 252 191 164
研究環境の国際化 0 0 71 79 150
文部科学省 
原子力技術者の海外派遣 95 96 96 93 89
経済産業省 国際技術交流 772 115 70 69 68
文部科学省 宇宙開発関係者の海外派遣 47 47 51 50 50
その他 １８事業（平成１６年度） 8,149 6,434 2,679 984 304
国内の研究環境の国際化
 
小計 16,509 16,497 16,033 8,300 825
その他  23,214 24,726 20,161 37,084 46,259
合計  69,852 69,520 58,877 68,500 69,926
注  ：日本学術振興会、旧科学技術振興事業団、新エネルギー・産業技術総合開発機構等の平成 15 年度
は上半期の予算のみ集計。 
    「＊内数」との表記は運営費交付金の内数であることを示す。 






















































国際宇宙ステーション計画 (ＩＳＳ) ５,０６１億円 (昭和６３年度～平成１６年度) 
国際熱核融合実験炉計画 (ＩＴＥＲ) ７６８億円 (昭和６３年度～平成１６年度) 
注  ：累計する際の開始年度は、HFSP は設立年(平成元年)から、宇宙ステーション計画は日本、米国、
欧州、カナダによる協定が締結された年(昭和 63 年)から、ITER は概念設計(CDA)の開始年(昭和
63 年)からとした。 






























































































































































創設期間 担当省 担当機関 制度名 創設・実施年度
文部科学省 本省、日本学術振興会 科学研究費補助金 昭和40年度～
厚生労働省 本省 厚生科学研究費補助金 昭和28年度～
文部科学省 本省 科学技術振興調整費 昭和56年度～
環境省 本省 地球環境研究総合推進費 平成2年度～
文部科学省 科学技術振興事業団 戦略的基礎研究事業費（平成14年度より戦略的創造研究推進事業） 平成7～13年度
総務省 通信・放送機構 情報通信分野における基礎研究推進制度 平成8年度～
文部科学省 日本学術振興会 未来開拓学術研究推進事業（平成14年度より未来開拓学術研究費補助金） 平成8～13年度
厚生労働省 医薬品副作用被害救済・研究振興調査機構 保健医療分野における基礎研究推進事業（平成13年度までは基礎研究推進事業出資金） 平成8年度～
農林水産省 生物系特定産業技術研究推進機構 新技術・新分野のための基礎研究推進事業 平成8年度～
経済産業省 新エネルギー・産業技術総合開発機構 新規産業創造型提案公募事業 平成8～13年度
国土交通省 運輸施設整備事業団 運輸分野における基礎的研究推進制度 平成9年度～
総務省 本省 情報通信ブレークスルー基礎研究21における公募研究 平成10～13年度
文部科学省 本省 革新的技術開発研究推進費補助金(H14年度より独創的革新技術開発研究提案公募制度） 平成12～13年度
経済産業省 新エネルギー・産業技術総合開発機構 産業技術研究助成事業費 平成12年度
総務省 本省 量子情報通信技術の研究開発 平成13年度
国土交通省 本省 建設技術の研究開発助成経費 平成13年度～
総務省 本省 戦略的情報通信研究開発推進制度（既存３制度を統合） 平成14年度～
文部科学省 科学技術振興事業団 戦略的創造研究推進事業（戦略的基礎研究事業費の再編） 平成14年度～
文部科学省 本省 独創的革新技術開発研究提案公募制度（平成13年度までは革新的技術開発研究推進費補助金） 平成14年度～
文部科学省 本省 大学発ベンチャー創出支援制度 平成14年度～
文部科学省 本省 未来開拓学術研究費補助金（未来開拓学術研究推進事業の再編） 平成14年度～
農林水産省 本省 先端技術を活用した農林水産研究高度化事業 平成14年度～
農林水産省 本省 民間結集型アグリビジネス創出技術開発事業 平成14年度～
総務省 消防庁 消防防災科学技術研究推進制度 平成15年度～
農林水産省 生物系特定産業技術研究推進機構 生物系産業創出のための異分野融合研究推進事業 平成15年度～
文部科学省 本省 先端計測分析機器開発事業・先端計測分析技術・手法開発事業 平成16年度～




















   －大学  
     大学院  
     学部（学科、附属病院等） 
     研究所  等 
   －短期大学 
   －高等専門学校  
   －久里浜養護学校  
   －大学共同利用機関  
   －大学評価・学位授与機構 





   他会計より受入（＝一般会計より受入） 
   借入金 
   附属病院収入 
   授業料及び入学検定料 
   学校財産処分収入 
   特定学校財産処分収入 
   積立金より受入 
   雑収入 ・産学連携等収入（歳出の産学連携等研究費とほぼ同額） 
       ・雑収入（用途指定寄附金受入（＝奨学寄附金）等） 
   前年度剰余金受入 
 ・国立学校特別会計の歳出は以下から構成されている。 
   国立学校 
   大学附属病院 
   研究所 
   産学連携等研究費 
   施設整備費 
   沖縄国立高等専門学校施設整備費 
   特別施設整備費 
   船舶建造費 
   特別施設整備資金へ繰入 
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   国債整理基金当別会計へ繰入 






















  (1) 歳入：「雑収入」のうち用途指定寄附金受入 
歳出：各「項」における用途指定費 
  (2) 歳入：（項）産学連携等研究収入における研究経費（一般分） 
歳出：（項）産学連携等研究費における研究経費（一般分） 
  (3) 歳入：（項）産学連携等研究収入における研究経費（共同研究分） 
歳出：（項）産学連携等研究費における研究経費（共同研究分） 
 としてカウントされている。 






   (1)国立学校において外部から研究の委託を受けて公務として行う研究（受託研究）
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に必要な経費 ８８１億２０百万円 
    うち ａ．一般分（一般の受託研究、医薬品等の臨床研究、受託試験等） 
４６４億７２百万円 
       ｂ．基礎研究推進制度分（特殊法人等における新たな基礎研究推進制度に
よる受託研究） ２９９億１２百万円 
       ｃ．共同研究分（民間等外部の機関から研究者及び研究費等を受け入れて
国立学校の教官と共通の課題につき共同して行う研究） 
   １１７億３６百万円 
   (2)民間等外部の機関から受け入れた研究者（受託研究員等）への研究指導に必要な
経費（受託研究員等）       １２億９５百万円 
   (3)競争的資金による研究の実施に伴う研究機関の管理等に必要な経費として、研究
機関が使用する経費（間接経費） １２１億２９百万円 
   (4)競争的資金による研究の実施に伴う研究支援者の雇用に必要な経費（競争的研究






























   １＝独立行政法人 
   ２＝国立試験研究機関 
   ３＝特殊法人等（特別認可法人を含む） 
４＝大学等（国立大学等経費、公私立大学補助金） 








    当該経費が繰越明許費である場合は、当該欄に○を記入（平成１６年度概算要求より）。 
 ⑨交付方式 
   当該経費が、上記「②機関コード」の予算計上主体から他機関へ移管される場合、
その移管される方式について該当するものを以下の項目に分類。 
   １＝交付金 
   ２＝出資金 
   ３＝委託費 
   ４＝補助金 
   ５＝移し替え 
   ６＝国際機関への支出金（負担金、分担金、助成金、任意拠出金等） 




   上記「⑨交付方式」で該当する項目について、最終的に当該事項の経費を使用する
機関に該当するものを以下の項目に分類。 




   １＝独立行政法人 
   ２＝国立試験研究機関 
   ３＝特殊法人等（特別認可法人を含む。） 
   ４＝大学等 
   ５＝公益法人 
   ６＝民間企業 
   ７＝地方公共団体 
   ８＝国際機関 
   ９＝個人、その他 
   ０＝複数（内訳は各省庁から別紙で提出される） 
 ⑪使途別分類 
  全ての経費について、以下のいずれかの使途に分類。 
 １：研究費   
(1) 研究所及び研究機関等で実施されている本来的活動。 
    ○「研究所及び研究機関」とは、 
     a.研究交流促進法該当機関 
     b.上記 a.以外の国立試験研究機関 
     c.上記 a.以外の平成１２年度まで国立試験研究機関であった独立行政法人 
     d.研究開発特殊法人等（研究職が設置されている特殊法人等） 
    ○「本来的活動」 
     研究に必要な思考、考案、情報・資料の収集、試作、実験、検査、分析、報告
等を指す。 
  (2) 上記(1)に該当する「研究所及び研究機関」以外で実施されている事項についても、
事項名に以下の文言が入っている場合は「研究費」とみなす。 
      ○「研究費」とみなす文言・・・「研究」、「開発」、「調査」、「試験研究」、 
                  「技術開発」、「開発試験」等 
  (3) 実施課題、研究目的が明確な、外部（民間企業含む）への委託費、交付金、補助
金等 
   ＊研究機関を対象とした補助金、助成金は、ここに該当しない。 






  (2) 上記(1)以外の科学技術関係経費範囲内における研究職及び技術職の定員人件費 
 ３：施設費 
   (1) 施設費（改修費、修繕費も含む。） 
   (2) 設備整備費（大型設備の安定的運営、維持管理のための経費も含む。） 
   (3) 公私立大学への施設整備費補助金 
   (4) 独立行政法人施設費補助金 
   (5) 既存施設の活用、外部機関による整備促進のための経費 
   ＊プロジェクト経費の一部として施設及び設備の整備、維持費が措置されている場
合、可能な限り事項の細分化を行い、「１：研究費」との差別化をはかる。 
 ４：制度事業費 
  (1) 以下の a.～i.の「システム改革」に該当する施策の経費のうち、上記「１：研究
費」、「２：人件費」、「３：施設費」のいずれにも該当しない、システム改革の
みを目的として措置された施策の経費。 
   ＊ (1)に該当する経費は、必ず以下の①～⑨のいずれかに分類される。 
    （①～⑨のそれぞれの定義については、以下「１７．システム別分類」参照。） 
      a. 人材の養成・流動化 
      b. 研究評価 
      c. 産業技術力強化・産学官連携推進 
      d. 地域科学技術振興 
      e. 科学技術理解増進・社会とのチャンネル構築 
      f. 研究支援充実 
      g. 知的基盤整備 
      h. 研究情報基盤整備 
      i. 国際化の推進 




   ＊ 新たな発見、開発を目指すものは「１：研究費」に分類される。 
 ５：独立行政法人運営費交付金 
      ＊ 施設費補助金については、上記「３：施設費」に分類される。 
 ６：その他一般行政費 
      上記のいずれにも該当しない、事務的、機関運営的な経費。 
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 ⑫分野別分類 










  ＊「１．研究費」以外で分野分類が可能と思われる経費は以下の通り。 
   ○国立試験研究機関及び研究開発に関する特殊法人等の研究職の人件費 
    なお、複数の分野に関係する研究機関については、部課レベルで分野分類を行い、
それに基づき人件費が分類される。 
   ○研究開発に関係する施設費（当該研究開発が該当する分野に分類） 
   ○ある分野に特化したシステム改革費（例：環境分野の振興のための人材養成経費
等） 























   例） ・受託研究費等 
    ・研究目的、研究内容が未定の補助金（競争的資金は除く。） 
    ・研究機関長裁量経費 
⑭競争的資金 
⑮システム別分類（人材の養成・流動化～国際化の推進） 
  以下の事例を参考に、該当するシステムが分類される。 
  ○システム間の重複は可能。（１施策を複数のシステム別に分類することは可能。） 
  ○上記「⑪使途別分類」で「４：制度事業費」の(1)に分類された経費については、以
下のシステムのいずれかを必ず記入。 
   ○「４：制度事業費」の(1)以外に分類された経費についても、システム改革を目的と
した経費については、該当するシステムに分類される。 
      例）民間企業を対象とした研究費補助金 
        → 「１：研究費」に該当する「産業競争力強化・産学官連携」 
                国際的なプロジェクト研究 
        → 「１：研究費」に該当する「国際化の推進」 
                研究支援者雇用経費 
        → 「２：人件費」に該当する「研究支援充実」 
           理解増進拠点の施設整備 
        → 「３：施設費」に該当する「科学技術理解増進・社会とのチャンネ
ル構築」 
 
 (1) 人材の養成・流動化 
  ・任期付任用制度 
  ・研修、派遣、異業種間交流制度 
    ・若手研究者を主たる対象とした競争的資金 
    ・若手研究者の育成を主たる目的とした制度（ポスドク制度含む。） 
  ・技術者養成（技術者教育、研修等） 
  ・大学、大学院、高専、高等学校等における研究者・技術者の養成に関する経費 
 (2) 研究評価 
    ・評価委員会等実施経費（会議費、旅費等） 
 (3) 産業技術力強化・産学官連携推進 
  ・研究組織・体制及び研究成果等の研究情報のデータベース化、発信するための制度 
  ・研究者のセクターを越えた交流を推進するための制度  
    ・共同研究、受託研究制度 
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    ・公的研究機関の研究成果の民間への技術移転・事業化を促進するための制度 
    ・民間の研究開発リスクを軽減するための制度（補助金等を含む。） 
  ・産学官連携を促進する人材及び起業家人材の養成・確保・派遣に関する制度 
  ・特許関連経費（各機関における特許管理経費も含む。） 
 (4) 地域科学技術振興 
    ・地域の研究ポテンシャル（都道府県関係機関、公設試験研究機関、大学、企業等）
を活用した共同研究等に関する制度 
  ・地域が主体となって取り組んでいる研究基盤の整備及び公設試験研究機関の支援 
  ・政府関連の研究開発機能の地域展開 
  ・地域の科学技術の振興に関するその他施策 
 (5) 科学技術理解増進・社会とのチャンネル構築 
  ・科学技術に関する学習の振興（科学技術・理科教育用コンテンツの開発も含む。） 
  ・博物館、科学館等の活用 
  ・科学技術に関する社会的コンセンサス 
   （審議会、有識者懇等、諸会合の運営費、白書、報告書等作成経費を含む。） 
 (6) 研究支援充実 
  ・当該研究を支援する業務に係る経費（研究支援者雇用経費等） 
  ・研究環境の整備に関する経費（情報基盤整備は以下(8)に該当） 
 (7) 知的基盤整備 
  ・研究用材料（生物遺伝資源等） 
  ・計量標準 
  ・計測・分析・試験評価方法及びそれらに係る先端的機器 
  ・上記に関連するデータベース構築 
 (8) 研究情報基盤整備 
  ・ネットワーク整備（ＬＡＮ、ＷＡＮ等） 
  ・電子図書館、電子博物館等  
  ・研究への利用促進を目的としたデータベース構築（研究成果、研究資源等） 
  (9) 国際化の推進 
  ・国際協力プロジェクトの提案、推進、出資等 
  ・特許、標準化等における国際的基準の策定 
  ・対海外への情報発信（成果公開、ＤＢ、学会誌刊行等） 
  ・国内における研究環境の国際化（外国人を対象としたフェローシップ、外国人研究
員の任用、宿舎・保障等待遇の改善） 






   ・原子力関係予算    → エネルギー 
   ・宇宙開発関係予算   → フロンティア 
   ・地震調査研究関係予算 → 社会基盤 
   ・海洋科学技術関連予算 → フロンティア 










    (1) 人当研究費等により実施される経常的な研究開発 
  (2) 国立試験研究機関における特別研究 
  (3) 試験調査等（各種観測調査等、定型的、継続的な業務） 
 
⑱性格別分類 





















































































































































































  ＊平成３年度～平成１２年度のデータに対して、約８００件 






















































































































































  但し、予算データがプログラム単位で示されていないものは、制度単位で分類する。 
・制度概要、募集要項の記載内容からどのような研究を公募しているかの判断により分
類する。 




























































    年度初めに独法化したものは、前年度の構成比 






















































































































































































































  ・同資料には補正予算の金額が掲載されていない。 





















  ・職員給与等   →人件費として集計 
  ・試験研究費   →研究費として集計（ｂ） 
  ・施設費     →施設費として集計 














































































































































































 平成１６年１１月中旬発送、平成１７年 1月回収締め切りとした。 
  
（３）回収数 
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